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Ⅴ　保留地外の狩猟権，漁業権および採集権の規制
1 ．部族による規制
　（1）　インディアン部族は，その固有の主権の属性として保留地外での部
族構成員による条約で保留された狩猟，漁業および採集の権利を規制し得る
ところ，部族による規制は，必然的に保留地外での規制を逮捕および設備の
没収という手段に訴えて実施されることになる。通例，部族と州は，資源保
護の利益のために保留地外でのインディアンの権利行使に競合的管轄権を有
するが，部族構成員の保留地外での活動に対する効果的な部族による規制
は，競合する州の規制を排除することになる
334）
。
　（2）　インディアン部族が，保留地外での部族構成員による漁業権行使を
規制し得るか否かをめぐって争われた Settler 判決
335）
を見る。筆者の知る限り，
この問題を審理した事例は，州による同様の規制をめぐって争われた事件数
と比較し， 格段に少ないように思われるが， ヤキマ族保留地 （Yakima Reservation）
は，既に述べてきた1855年 6 月 9 日のヤキマ族条約
336）
（以下，「本件1855年条約」
という。）に基づいて設立された保留地である。同条約第 3 条は，「……〔第 2
334）　See COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.04 ［3］, at 1177─78.
335）　507 F.2d 231 （9th Cir. 1974）.
336）　Treaty with the Yakimas, Palouses, Pisquouses, Wenatshapams, Klikatats, Klinquits, Kow
─was─say─ees, Li─ay─wass, Skin─pahs, Wish─hams, Skyikss, Ochechotess, Kah─milt─pahs, and 
Se─ap─cats, June 9, 1855, 12 Stat. 951.
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条に規定された〕保留地又は保留地の境界線を流れる全ての流域において排
他的に漁業に従事し，全ての通例の，および慣習に従った場所で〔ワシント
ン〕準州の全ての市民と同じように漁業に従事し，および〔塩漬け・乾燥又
は燻製にして〕保蔵処理のために一時的家屋を建築する権利が，〔本法にい
う〕インディアンの連合部族およびバンドに保障される。空閑地および請求
者のいない土地で狩猟し，植物の根および果実を収集し，並びに馬を放牧す
る特権がこれに加えられる。」と規定している。1966年，ヤキマ族部族評議
会（Yakima Tribal Council）は，本件1855年条約で保留された漁業資源保護の
促進に必要とされる「決議 T─90─66号」（Resolution T─90─66）を制定し，禁猟
期，許容される魚場，登録制，漁業方法等について定めた。上記決議は，
1968年の「決議 T─48─68号」（Resolution T─48─68）で修正されたが，保留地外
での漁業に関して，「部族鳥獣監視員（Tribal Game Warden）若しくは部族法
執行官（Tribal Law Enforcement Officer）は，ヤキマ族保留地又は当該保留地
の外で，条約上の漁業権行使について規定する本決議およびその他のヤキマ
族の規則の定めを執行する権限を付与され，監視員若しくは執行官の面前で
違反行為が行なわれた場合，監視員若しくは執行官は違反者を逮捕，拘禁
し，違反行為に使用された全ての漁具，船又は発動機を没収するものとす
る。」と規定していた。
　本件は， 3 事件が併合審理された事案である。第一事件においてヤキマ・
インディアン・ネーションの連合部族およびバンド（Confederated Tribes and 
Band of Yakima Indian Nation）の登録員である A・セトラー（Alvin Settler）は，
1967年 9 月29日， 2 回にわたる決議 T─90─66号違反の罪および部族裁判所の
命令違反で当該部族裁判所によって有罪と決定された。A・セトラーは，保
留地外の「通例の，および慣習に従った場所」で漁業に従事していた。人身
保護令状の申立てが行なわれたが，地方裁判所は，管轄権が無いとしてこれ
を却下した。合衆国第九巡回区応訴裁判所は，これを破棄し，事件を差し戻
した（Settler v. Yakima Tribal Court, 419 F.2d 486 （9th Cir. 1969）.）。第二事件にお
いて M・セトラー（Mary Settler）は，1968年 8 月21日，修正決議 T─90─66号
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違反の罪，および逮捕に抵抗し，逃亡を試みたとして部族裁判所で有罪判決
を受けた。監視員は，決議 T─48─68号に従って保留地から56マイル離れた
通例の，および慣習に従った場所で M・セトラーを逮捕している。監視員
が逮捕した際に漁具は，没収されている。第三事件において，第一事件と同
一の事件の結果として A・セトラーは，修正決議 T─90─66違反の罪，並び
に禁猟期であることを知った上でフィッシング・クルーに彼の名前で登録さ
れた漁具の使用を許したとして，有罪判決を受けた。A・セトラーは，保留
地の外部境界で逮捕されている。二人の人身保護令状が申し立てられたが，
管轄権が無いとして破棄された。第九巡回区控訴裁判所は，これを破棄し，
事件を差し戻した（Settler v. Lameer, 419 F.2d 1311 （9th Cir. 1969）.）。
　各々の地方裁判所判決を不服として，被告人らによって上訴されたのが本
件である。本件における争点は，第一にヤキマ・インディアン・ネーション
は，保留地外で部族構成員によって行なわれた違反行為に当該ネーションの
漁業規制を強制し得るか（争点①），第二にヤキマ・インディアン・ネーショ
ンは，違反者の身柄を拘束し，漁具を没収するという手段によって保留地の
外での部族の漁業規制を強制し得るか，またいかなる条件の下でそれが許さ
れるか（争点②），そして第三に本件被告人 A・セトラーは，同一の違反行為
について 2 度審理されているが，このことは，合衆国憲法第 5 条および第 6
条に反しないか（争点③）にあった
337）
。1974年11月，第九巡回区控訴裁判所は，
一部容認，一部破棄，差戻しの判決を下している（争点③については，これを略
す。）。
　争点①について。条約締結以前に遡れば，漁業規制は，部族の慣習と伝統
に従って当該部族によって確立されてきており，インディアンは，明らかに
部族による管理が条約成立後も継続するものと理解してきた。加えて本件
1855年条約は，ヤキマ・ネーションは漁業権に関する事項についてその管轄
権を放棄したとは明確に規定しておらず，条約はインディアンからの連邦政
府への権利の承認を意味するところ，承認されていないいかなる権利も部族
337）　507 F.2d. at 232─34.
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によって保留されているものと解されなければならない。本件においてイン
ディアンは，その漁業権を保留地外の「通例の，および慣習に従った場所で
準州の全ての市民と同じように漁業に従事」することに限定されている。か
かる事実およびヤキマ族の文化における漁業の占める極めて重要な役割を勘
案した場合，当裁判所は，ヤキマ・ネーションは保留地であろうと保留地外
であろうとは問わず，「通例の，および慣習に従った場所」での部族の漁業
を規制する権限を保留したのである。この結論は，漁業権の性格によって支
持されるところである。当該権利が，何時，そしていかように行使され得る
かは部族の「内部事項」である。ヤキマ・インディアン部族によって保留さ
れた主権の最後の残余物は，彼らの内部的および社会的関係を規制する権限
である（Williams v. Lee, 358 U.S. 217, 221 （1959）.）。もっとも，このことは，ワシ
ントン州が保留地外の漁業を規制する権限を持つものではないということを
意味するものではない。当該権限は，明らかに承認されてきたところである
が，厳格に限定される（Tulee v. Washington, 315 U.S. 681, 684 （1942）.）。この立場
は，合衆国最高裁判所が Puyallup I 判決（391 U.S. 392 （1968））で再確認して
いる
338）
。
　争点②について。唯一部族による保留地外の規制問題を処理した事件は，
Washington I 判決（384 F. Supp. 312 （W.D. Wash. 1974））である。合衆国ワシン
トン州西部地区地方裁判所は，判決において部族は当該部族の部族構成員の
保留地外で自己規制することが権限付けられるとはしたが，部族法執行官に
よる保留地外での逮捕および没収の問題は審理していない。かかる問題を解
決するにあたって，当裁判所は，条約締結時のインディアンの意図を再び審
理する必要があると考えるものである。本件1855年条約によってヤキマ・ネ
ーションは，彼らの古くからの漁業権のみならず，漁場の位置に拘わらず漁
業権を規制する権限をも保留したと解した場合，漁業権の強制を保留地での
逮捕および没収に狭く限定することと相容れないであろう。規制する権限
は，強制する権限と結びついて初めて意味を持つ。地方裁判所は，部族によ
338）　Id. at 236─37.
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る規制の執行について 2 つの代替手段を示している。それは，1855年条約に
基づく保護の権利又は利益が免責を創り出したということを保留すること，
そして違反者が保留地に立ち戻るのを待って逮捕し，勾留することというも
のである。しかし， 2 つの手段とも，最大限見積もって強制の問題の部分的
解決にしかならない。かかるいずれかの手段を効果あらしめるためには，鳥
獣監視員若しくは部族法執行官が保留地外の「通例の，および慣習に従った
場所」を警邏し，免許証，漁具および漁獲量を監視することがヤキマ・ネー
ションにとって必要とされる。第二の手段について言えば，違反者が自発的
に保留地に戻った場合にのみ有効となるのであって，被告人を含め，部族の
多くの構成員は，保留地に居住せず，また保留地から離れることによって容
易に逮捕を免れるのである。漁業の特権を保留することによって保留地外の
部族構成員に科される制裁は，逮捕権が欠落する場合には強制不可能であろ
う。保留地外の漁業権の行使に関してのヤキマ・ネーションの規制権限は，
「通例の，および慣習に従った場所」での保留地外の強制権を通してのみ真
に実効性をもち得る
339）
。
　なお，Settler 判決が引用するところの合衆国ワシントン州西部地区地方
裁判所で審理された Washington I 判決
340）
は，既に触れたところであるが（Ⅲ─
2 ─（2）参照），合衆国が自己のために，および受託者として幾つかのワシント
ン州西部のインディアン部族のために，ワシントン州を相手に保留地外での
当該部族の条約上の漁業権に関して宣言的救済と差止命令を求めて争った事
件であるが（原告勝訴），地方裁判所のボルド裁判官（Boldt, J.）は，①ワシン
トン州は，漁業資源の保護に必要な範囲内でのみインディアン部族の保留地
外の条約に基づく漁業権行使を規制する法的権限を有する。②原告部族は，
当該部族が一定の資格要件（qualification）を備え，一定の条件を守ることを
前提に，州によるいかなる規制も受けることなく，部族構成員の条約に基づ
く漁業権を規制することによってその政府権力を行使する権限を付与されて
339）　Id. at 238─39.
340）　384 F. Supp. 312 （W.D. Wash. 1974）.
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いると判示している
341）
。
2 ．州による規制
　（1）　インディアンと非インディアンとの間の最も強烈な法的紛争のひと
つは，州が保留地外のインディアン部族の条約に基づく漁業権を規制し得る
かにある
342）
。野生生物の保護とその捕獲規制は，州のポリス・パワーの範囲内
にある
343）
。しかし，かかる領域における州の権限は，合衆国憲法にいう通商条
項および「特権および免除条項」（Privileges and Immunities Clause）によって
実質的に制限を受けるところである。さらに，州の規制領域に合衆国議会制
定法ないし条約が存在する場合，「最高法規条項」（Supremacy Clause）との問
題が生じ，インディアンの狩猟，漁業および採集の権利を規制する州の権限
は，合衆国議会法律ないし条約によって保障されたインディアンの権利に譲
歩しなければならない
344）
。
　（2）　合衆国最高裁判所は，1942年，Tulee v. W
345）
ashington（以下，「Tulee 判
決」という。）でワシントン州はインディアンによる保留地外での漁業権行使
に州の漁業許可証を要求することはできないとした。ヤキマ族の部族構成員
である S・ツリー（Sampson Tulee）は，州法（ワシントン州現行制定法集第5693
条，第5703条（事件当時））で規定されている漁業許可証を取得することなく魚
網を用いサケを捕獲したとして，ワシントン州クリキッタ郡上位裁判所にお
いて有罪判決を受けた。州最高裁判所が，これを支持した（109 P.2d 280）。合
衆国最高裁判所において上訴人は，本件州法はヤキマ・インディアンとの
1855年条約に矛盾すると主張し，当該州法の有効性を争った
346）
。ブラック裁判
341）　Id. at 340─42. See also United States v. Washington, 520 F.2d 676, 686 n.4 （9th Cir. 1975）.
342）　See generally, Bilodeau, supra note 193; Ralph W. Johnson, The State Versus Indian Off─
Reservation Fishing: A United States Supreme Court Error, 47 WASH. L. REV. 207 （1972）; 
Peter J. Aschenbrenner, Comment, State Power and Indian Treaty Right to Fish, 59 CAL. L. 
REV. 485 （1971）
343）　See, e.g., Puyallup Tribe v. Dep’t Game, 391 U.S. 392, 398 （1968）; Baldwin v. Fish & Game 
Comm’n, 436 U.S. 371, 391 （1978）.
344）　COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.04 ［3］, at 1178─79; COHEN’S HANDBOOK, 
1982 ed., supra note 16, at 458─459.
345）　315 U.S. 681 （1942）.
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官（Black, J.）が，法廷意見を執筆している。すなわち，インディアンとの条
約は，他者と同様インディアンに魚類保存に必要とされるといった保留地外
での漁業の時期と方法に関する純粋に規制的性格を有する制限を課す権限を
州に残しているが，他方では州が本件で問題となっている種類の手数料〔 5
ドル〕をインディアンに請求することを排除していると解される。インディ
アンは，彼ら部族の記憶の彼方の慣習に従って狩猟および漁業の権利を保留
してきたのであり，条約の文言は，可能な限り，彼らの利益になるよう遂行
されなければならない。許可証を発行する州の目的は，州政府およびその既
存の公的機関を支えることにあるが，当該許可証の規制目的は，他の手段で
達成し得るのであって，手数料の賦課は，州の自然資源保護計画を効果あら
しめるために必要不可欠とは言えないところである。たとえかかる手段が便
利であって，その一般的影響において公平であったとしても，それはインデ
ィアンに彼らの先祖が保有しようと意図したまさにその権利行使の料金とし
て機能する。従って州法は，本件に適用される限りにおいて無効である
347）
。
　（3）　合衆国最高裁判所は，1905年の Winans 判決
348）
および本件 Tulee 判決
を踏まえ，1968年の Puyallup I 判決
349）
においてワシントン州によるプュアラッ
プ族の保留地外の漁業権規制問題について審理している。Puyallup I 判決
は，メディスン・クリーク条約第 3 条の解釈をめぐって争われた事例である
が，法廷意見を執筆したダグラス裁判官は，「通例の，および慣習に従った
場所」での漁業の権利は，排他的権利ではない。むしろ，それは，「準州の
全ての市民と同じように」漁業に従事する権利である。後者の権利は，規制
され得るところである。当裁判所は，何ゆえにインディアンの権利が州のポ
リス・パワーの適切な行使によって規制され得ないのかの理由を見出すこと
ができない。もちろん，「通例の，および慣習に従った場所」での漁業に従
事する権利は，たとえ合衆国で出生した全てのインディアンが現在合衆国市
346）　Id. at 682.
347）　Id. at 684─85.
348）　198 U.S. 371, 384 （1905）.
349）　391 U.S. 392 （1968）.
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民であったとしても，州によって制限されるものではない。しかし，漁獲方
法，捕獲物の大きさ，商業用漁業の制限等々は，資源保護の利益のために州
によって規制し得るのである。但し，当該規制は，適切な基準（appropriate 
standard）に適い〔以下，「適切基準」という（筆者註）。〕，かつインディアン
を差別する（discriminate）ものであってはならない〔以下，「差別基準」とい
う（筆者註）。〕。当裁判所の Tulee 判決の言わんとしたことを言い換えれば，
保留地の外での漁業に従事する権利は，州によって制限され，若しくは条件
が付されることのない条約に基づく権利である。しかし，条約で定義ないし
確立されていない魚類の資源保護にとって必要な漁期および方法は，州の権
力の範囲内にあるということである
350）
と判示している（傍線筆者）。
　さらに，ブラック裁判官は，インディアンの州による規制は憲法上のディ
ープロセスおよび平等保護の基準さえ満たせばよいという主張を，「これら
の種類の資源保護法〔州によるインディアンの規制〕の法的妥当性は，州の
ポリス・パワーの範囲に関する連邦憲法上の基準とは異なる
351）
。」と述べてい
る。
　合衆国オレゴン州地方裁判所は，Puyallup I 判決が下された翌1969年の
Sohappy v. S
352）
mith で Puyallup I 判決の判断基準に基づいて，州がインディ
アンの条約に基づく漁業権を制限するためにポリス・パワーを行使し得るの
は，「継続的な漁業資源の存在を危険にさらす方法を用いての漁業権行使を
防止するために必要な程度においてのみ
353）
」であるとし，漁業資源保護規制に
は，競合する団体間の資源の場所および使用制限が必要であるとする州の主
張を避けている。
　（4）　ワシントン州とプュアラップ族との漁業権をめぐる紛争は，合衆国
最高裁判所による Puyallup I 事件差戻し後のワシントン州最高裁判所での
審理を経て
354）
（後述），再び合衆国最高裁判所の1973年の Puyallup I
355）
I で争われ
350）　Id. at 398─99.
351）　Id. at 402 n.14.
352）　302 F. Supp. 899 （D. Or. 1969）.
353）　Id. at 908.
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ることになる。第二ラウンドの争点は，プュアラップ川でのインディアンの
スチールヘッド・トラウトの漁業に対するワシントン州の規制が，Puyallup 
I 判決で打ち立てられた判断基準に適合しているかにあった。事実関係につ
いて既に触れたところであるが（Ⅳ─ 2 ─（1）），争点を明らかにするため重複
を恐れず詳述する。事件差戻し後，州漁業省は規制を改め，インディアンが
プュアラップ川で定置網を使用することを認めた（但し，湾と放卵地域での漁獲
は，引き続き禁止とされている。）が，州鳥獣保護省は，1970年にスチールヘッ
ド・トラウトについて引き続き定置網の使用を全面禁止とした（以下，「1970
年規制」という。）。ワシントン州最高裁判所は，サケに適用された漁業省によ
って課される規制を支持した（Department of Game v. Puyallup Tribe, 497 P.2d 171 
（Wash. 1972）.）。当事者は，この点については争ってはおらず，本件の唯一の
問題は，スチールヘッド・トラウトに関する鳥獣保護省の規制についてであ
った。
　合衆国最高裁判所が，サーシオレイライを認めた（410 U.S. 981）。ワシント
ン州最高裁判所は，1970年規制を支持する一方で，第一に部族にとっての新
たな漁業規制は，規制がスチールヘッド・トラウトの資源保護にとって必要
であることを示す資料によって支持されることを条件に毎年作成されなけれ
ばならない。第二にスチールヘッド・トラウトの定置網漁規制は，プュアラ
ップ川におけるスポーツ・フィッシングのみの捕獲が当該河川のスチールヘ
ッド・トラウトの資源保護に必要な逃走路にとって十分な漁獲量に過ぎない
がゆえに妥当であると判示した（497 P.2d at 178─89）。プュアラップ川におけ
るスチールヘッド・トラウトの定置網使用の全面禁止は，結果的にスポー
ツ・フィッシングを行なう者に全面的な出入り自由を認めることになる。ま
た，訴訟記録から，スチールヘッド・トラウトの現在の遡上は，スモウルト
（smolt）と呼ばれるスチールヘッド・トラウトの 2 年子のプランティングに
354）　Department of Game v. Puyallup Tribe, Inc., 497 P.2d 171 （1972）, rev’d and remamded, 
414 U.S. 44 （1973）.
355）　414 U.S. 44 （1973）.
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よって可能とされ，プランティング計画は，大部分スポーツ・フィッシング
を行なう者の許可証の手数料によって資金調達されている
356）
。
　Puyallup I 判決と同じくブラック裁判官が法廷意見を執筆し，差別基準を
採用し，「代替手段」（alternative means）を提示することによって問題解決を
図っている。すなわち，当裁判所は，商業目的の本件インディアンによる定
置網漁は本件条約にとって保障範囲に入っていることを認めている
（Puyallup I 判決（391 U.S. 392, 398─99））のであって，本件において差別が存在す
る。蓋し，全てのインディアンによる定置網漁は禁止され，非インディアン
によって全面的に専占される釣針と釣糸による漁業のみが認められているか
らである。種保存のための代替措置として，定置網の数量，定置網による捕
獲することができる漁獲量，定置網の使用場所の規制，定置網を用いること
ができる期間等々，様々な手法が考えられる。他方では，釣針と釣糸の許可
証発行数，スポーツ・フィッシングによる漁獲量制限，当該フィッシングの
漁期制限等が考えられるのである。条約によって保障されたインディアンの
権利とその他の人々の権利との間に調整が為されなければならないところで
ある（破棄，差戻し
357）
）。
　（5）　Puyallup II 判決が下された翌1974年に合衆国ワシントン州西部地区
地方裁判所は，Washington I 判決
358）
において Puyallup II 判決が示した資源保
護のための判断基準をより明確に示して判決を下し，さらに立証責任に言及
していく。ボルド裁判官は，資源保護のための判断基準について，州による
条約に基づく漁業権の規制を明確に明らかにし，部族並びに利害関係人によ
って容易に理解され得るためには，当該州規制は他の州による漁業規制とは
別個に定められ，かつ他の漁業規制から明らかに区別されるものでなければ
ならない。合衆国最高裁判所が示した「資源保護」は，用語上，水産業管理
の理論と実践において過度に広汎に適用される恐れがあるのであって，資源
356）　Id. at 46─47.
357）　Id. at 48─49.
358）　384 F. Supp. 312 （W.D. Wash. 1974）.
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保護による規制は特定の魚類の遡上の永続性若しくは魚類の特定種に「合理
的（reasonable）かつ必要（necessary）とされる規制」に限定されなければな
らない。ここに「合理的」とは，特別に明らかにされた資源保護規制がその
目的にとって適切であることを意味し，また「必要な」とは，合理的である
ことに加えて当該目的が資源保護にとって必要不可欠であることを意味す
る。州が上に挙げた事項について立証責任を有し，保留地外の漁業に適用さ
れるいかなる州規制も，資源保護にとって合理的で必要であることが立証さ
れない限り，有効とは言えず，強制できない。合理的で必要な規制の代替手
段および方法が存在する場合，州は，保留地外の条約上の漁業権を合法的に
規制できない
359）
。
　Washington I 判決が出された翌年に合衆国高裁判所は，Antoine 判決
360）
（Ⅰ
─ 3 ─（2）参照。）で Puyallup I 判決にいう「適切基準」とは，「州が，当該州の
規制は合理的かつ必要な資源保護の措置であること……，そしてインディア
ンへの規制の適用が資源保護という利益にとって必要なものであることを立
証しなければならないことを意味する
361）
。」と判示している。
3 ．連邦による規制と便宜供与
　（1）　連邦政府は，保留地外での条約に基づく狩猟権，漁業権ないし採集
権に対する管理権を積極的には行使してこなかったとされる
362）
が，内務長官
は，インディアン問題に関する当該長官の一般的権限に基づいて保留地外の
場所での条約に基づく漁業に関する規制を定める権限を付与されている。以
下，合衆国行政命令集第25編に定められている関連規定を見る。第 1 章第 J
節第247項「コロンビア川の条約に基づく漁業用途場所の使用
363）
」，および第
359）　Id. at 342.
360）　420 U.S. 194 （1975）.
361）　Id. at 207. 尚，本件訴訟において法廷の友たる合衆国は，州は自然保護にとって州の規制
は「やむにやまれぬ必要性」（compelling need）があることを立証する責任があるとし，より
厳格な審査基準を主張している。Id.
362）　COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.04 ［3］, at 1182; COHEN’S HANDBOOK, 1982 
ed., supra note 16, at 463.
363）　25 C.F.R. § 247.1─247.21 （2013）.
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248項「コロンビア川のインディアンの代替漁場の使用
364）
」の規定は，合衆国
議会によって1988年11月 1 日に制定された「1934年 6 月18日法（48 Stat. 987）
に従って部族憲法および附属法又はその改正の審査手続を定めるための法
律
365）
」第 4 編「コロンビア川の条約に基づく漁業の使用場所
366）
」を根拠とするも
のであり，コロンビア川のボンネビル・ダム（Bonneville Dam）建設に伴って
破壊されたインディアンの漁場の代替場所について定めたものである。合衆
国行政命令集第249項「保留地外の条約に基づく漁業
367）
」の規定は，以下のと
おりである（抄訳）。一部手を加えた。
第249.1条（目的）
（a）　本規則（第249項）の目的は，以下の各号に定めるところをその目的とす
る。
　（ 1 ） 　合衆国とインディアン部族との条約によって当該部族に保障された保
留地外での非排他的（nonexclusive）な漁業権保護を支援すること。
　（ 2 ） 　合衆国との条約に従う漁業資源の適切な管理および維持並びに保護を
促進すること。
　（ 3 ） 　合衆国との条約によってインディアン部族に保障された非排他的な漁
業特権行使の方法について，漁業資源保護に必要な制限の決定を定める
こと。
　（第 4 号ないし第 6 号略）
第249.2条（場所規制）
（a）　内務長官は，インディアン部族の要請又は州知事の要請又は自らの発意
に基づいて，およびインディアンが条約によって保障された非排他的漁業権
を有する流域における連邦による規制が，現在および将来の使用並びにイン
ディアンおよび権利を有するそれ以外の者の享受にとって漁業資源の維持並
びに賢明な利用を確保する必要があるとの認定に基づいて，適切な州の資源
保護法および条約に根拠をもつ漁業に携わらない者による漁業管理に関する
364）　25 C.F.R. § 248.1─248.10 （2013）.
365）　Act of Nov. 1, 1988, Pub. L. No. 100─581, 102 Stat. 2938.
366）　102 Stat. 2944.
367）　25 C.F.R. §§ 249.1─249.7 （2013）.
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規制と併せて，漁業資源の減少を妨げる目的で，当該水域での条約で保障さ
れた漁業権行使を管理する規則を公布することができる。
（b）　規制を策定するに際して，内務長官は，条約に基づくインディアンの権
利および漁業資源の維持と矛盾しないと認定した場合，州の法律若しくは規
制，又はインディアン問題局長によって承認された部族の規制を組み込むこ
とができる。
（c）　規則を公布するに先立って，内務長官は，影響を受けるインディアン部
族又は影響を受ける州の漁類監督官若しくは猟獣監督官，およびその他の利
害関係人の意見を聴取するものとする。……
（第 d 項ないし第 e 項略）
第249.3条（身分証明書）
（a）　インディアン問題局長は，インディアンが指定された条約によって保障
された漁業権行使について資格を有するとの明白な証拠として，当該インデ
ィアンに対して身分証明書（identification card）の発行を準備しなければ
ならない。インディアン問題局長は，当該目的のために発行されるべき連邦
カード（federal card）を付与し，又は部族機関による証明書の発行を権限
づけることができる。……
（b）　身分証明書は，内務長官によって承認された部族の公的な構成員名簿に
登載されていないインディアンに発行されてはならない。……
（c）　何人も，何らかの時点で複数部族の構成員であることを理由に身分証明
書を発行されることはない。
（d）　各々のカードは，保持者の氏名，住所，部族関係および登録番号が記入
され，保持者が漁業権の資格を有する根拠となる条約が確認され，州法に基
づいて発行される漁業許可書に要求される付加的な個人識別票が含まれ，お
よび発行者並びに保持者によって署名されたものでなければならない。
（f）　略
（g）　略
（h）　何人も，その身分証明書を他人が使用することを認めてはならない。
第249.4条（漁業用具の確認）
（a）　保留地外の条約に基づく漁業権行使に使用される全ての動力電動装置お
よびその他の用具は，所有者および使用者の同一人性を明らかにするため，
第249.2条に基づいて定められる規則に従って印がつけられなければならな
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い。反対の証明がない場合，印のない，若しくは標示のない漁業用動力電動
装置は，保留地外の条約に基づく漁業権の行使に使用されるいるものとは看
做されず，州法に従って没収されるものとする。
第249.5条（公認されていない補助者若しくは代行者の使用）
　保留地外の条約で保障された漁業権を行使するいかなるインディアンも，
年齢12歳になる者若しくは第249項に従って発行される有効な身分証明書の
公認の所持者以外のそれ以上の年齢の者に，漁業の手助けをさせ，又は第
249項に従って当該インディアンの動力電動装置若しくは漁場と確認された
動力電動装置若しくは漁場を使用させてはならない。
第249.6条（執行および制裁）
（a）　部族裁判所を設置しているいかなるインディアン部族も，第249項の適用
を受ける当該部族構成員による違反行為又は第249項に従って公布される場
所規制の侵害を処罰するための管轄権を当該部族裁判所に付与することがで
きる。管轄権は，第 1 章第11項の規定に基づいて設置される各々のインディ
アン犯罪裁判所（Court of  Indian Offenses）に当該裁判所の管轄権下にあ
る保留地の部族の構成員による違反行為を処罰するために付与される。イン
ディアン漁業犯罪裁判所（Court of  Indian Fishing Offenses）が，第249項
の規定を執行するための管轄権を有するインディアン犯罪裁判所又は部族裁
判所を設置していない部族若しくは部族団体（group of tribes）の構成員に
よる違反行為を処罰するために，第 1 章第11項の規定に従って設置され得る
ものとする。……
（第 b 項略）
第249.7条（保留規定）
　第249項のいかなる規定も，以下の各項に定めるよう解釈されてはならな
い。
（a）　州法に基づいて許可された方法で漁業に従事することを何人にも禁止し，
又は制限すること。
（b）　条約又はその他の合衆国の法によって保障された権利をインディアンの
部族，バンド若しくは団体から奪うこと。
（c）　部族の条例若しくは規則によって禁止された方法を用いて部族の漁業権
を行使することをインディアンに許可すること。
（d）　合衆国との条約によって承認され，又は保障された範囲を超えて漁業に
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従事する者の権利，特権若しくは免除を拡大すること。
（第 e 項，第 f 項略）
　（2）　かかる行政規則の有効性について合衆国第九巡回区控訴裁判所は，
上記 Eberhardt 判決
368）
において，内務省は商業用漁業の禁止を含むインディ
アンの漁業規制を「行政手続法」（the Administrative Procedure Act）（合衆国法
律集第 5 編第553条（1982年））にいう規則制定（rule making）規定に従って制定
してきている。行政規則の制定を含む行政機関の行為の司法審査は，合衆国
法律集第 5 編第706条（1982）に規定されているが，当該審査基準は，漁業規
制にも適用される。インディアンの漁業規制は，当該規制が恣意的で，根拠
に欠き，裁量権の濫用に当たり，ないしその他の法に従ったものでない場合
に審査に服すのである。さらに言うべきは，内務省は規則制定に当たって法
に定められて手続を遵守しなければならない。内務省がその規則制定の権限
を不適切に行使したとの認定が為されない場合，当該規則を無効とする根拠
は存在しない
369）
と判示している。
　かかる点に関して，合衆国第九巡回区控訴裁判所は，2002年の Midwater 
Trawlers Coop. v. D
370）
OC（以下，「Midwater Trawlers Coop. 判決」という。）で，政
府機関の行為は，通例，当該行為が合衆国議会が考慮すべきだと意図しなか
った諸要素に依拠していた場合，問題の重要な側面を考慮しなかった場合，
政府機関に提示された証拠に違背する決定の釈明を提示した場合，又はあり
そうもないがため政府機関の専門的知識の見解若しくは結果のせいにできな
い場合に恣意的であり，根拠に欠くものであると判示している
371）
。
　（3）　Ⅳ─ 3 ─（5）で論じた合衆国法律集第26編第7873条および合衆国法律集
第25編第71条は，保留地の権利と同様，保留地外の権利行使にも適用される
368）　789 F.2d 1354 （9th Cir. 1986）.
369）　Id. at 1362.
370）　282 F.3d 710 （9th Cir. 2002）.
371）　Id. at 720. See also Motor Vehicle Mfrs. Ass’n of U.S., Inc. v. State Farm Mut. Auto. Ins. 
Co., 463 U.S. 29, 43 （1983）.
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が
372）
，連邦政府は，特に太平洋北西部地域でのインディアンの漁業について以
下に定める法律の規制に基づいて保護政策を展開している。その 1 つが，合
衆国議会第94議会が1976年 4 月13日に制定した「1976年漁業保護および管理
法」（the Fishery Conservation and Management Act of 1976,  the Magnuson─Stevens 
A
373）
ct）（以下，「FCMA」という。）であり，他の 1 つが，1980年12月 5 日に第96議
会で制定された「太平洋法区西部電力計画および維持法」（the Pasific 
Northwest Electric Power Planning and Conservation A
374）
ct）である。
　FCMA をめぐって争われた事案として，Midwater Trawlers Coop. 判決
375）
を挙げることができる。本件で争点となった条約は，既に取り上げてきた
1855年に締結されたニー・ベイ条約，マカハ族との条約，オリンピア条約，
そして「クインノールト族（Quinault），クインリュート族（Quileute）および
ホー族（Hoh）との条約」である。ニー・ベイ条約第 4 条は，「通常の，およ
び慣例に従った土地並びに場所で漁業に従事し，および捕鯨し，又はアザラ
シ狩りをする権利は，本条約のインディアンに合衆国市民と同じように保障
され，空閑地および請求者のいない土地で狩猟し，植物の根および果実を収
集する特権とともに，治療のために一時的家屋を建設する権利が保障され
る。ただし，市民によって杭で囲われ，又は開発された川床から貝類を捕獲
することはできないものとする。」（12 Stat. 939）と規定していた。条約締結
から 1 世紀以上経て制定された FCMA の目的は，合衆国の排他的漁業水域
を20マイルから200マイルに拡張することによって合衆国の漁業を保護し，
200マイル水域内の漁業の管理を行なうことにあった。FCMA は，「商務省
アメリカ海洋漁業局」 （National Marine Fisheries Service） （以下，「NMFS」 という。） 
に漁業管理規則を定める権限を付与しているが（合衆国法律集第16編第1853条，
372）　See COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.04 ［3］, at 1182.
373）　Act of Apr. 13, 1976, Pub. L. No. 94─265, 90 Stat. 331 （codified as amended at 16 U.S.C. § 
1801 et seq.）.
374）　Act of Dec. 5, 1980, Pub. L. No. 96─501, 94 Stat. 2697 （codified as amended at 16 U.S.C. § 
839 et seq.）.
375）　282 F.3d 710 （9th Cir. 2002）.
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第1855条），同法の下で，漁業管理規則は先住アメリカ人の条約上の漁業権を
定める「準拠法」（applicable  law）に適合しなければならないとされている。
1996年に NMFS は，毎年太平洋上で捕獲することができるシロガネダラ
（Pacific whiting）の捕獲制限を定め，ホー族，マカハ族，クインノールト族お
よびクインリュート族のシロガネダラの捕獲場所の大綱を定めた規則（以下，
「本件1996年規則」という。）を制定した。本件1996年規則は，当該諸部族のため
に，ワシントン州沖約40マイルに延びる「通例の，および慣例に従った」漁
業域（以下，「U&A」という。）を確認した座標を定めた。この規定によって，
NMFS は，諸部族の U&A 内でのシロガネダラ捕獲のための上記諸条約が
保留した権利を承認したことになる。本件1996年規則は，1996年度のマカハ
族のシロガネダラの漁獲量15,000メトリックトンの特別の捕場も規定してい
た。本件1996年規則が制定された直後，本件原告であるミッドウォーター・
トロール漁業協同組合（Midwater Trawler Co─operative），ウェスト・コース
ト・シーフード・プロセッサー（West Coast Seafood Processors）および漁民マ
ーケティング協会（Fishermen’s Marketing Association）（以上，「ミッドウォーター
等」という。），そしてオレゴン州並びにワシントン州が，本件1996年規則お
よび1996年度のマカハ族のシロガネダラの漁獲量の有効性を争って訴訟を提
起した。1997年，合衆国ワシントン州地区地方裁判所は，諸部族を必要的か
つ不可欠当事者（necessory and indispensable party）として訴訟に加えていない
として原告らの訴えを却下した。1999年，合衆国第九巡回区控訴裁判所は，
地裁判決を覆し，事件を差し戻した。同年，ミッドウォーターおよびオレゴ
ン州は，1999年度のマカハ族のシロガネダラの漁獲量32,500メトリックトン
の特別の捕獲場所を定めた NMFS の規則（以下，「本件1999年規則」という。）を
争って訴訟を提起した。事件は，合衆国ワシントン州地区地方裁判所で上記
事件と併合審理された。被告たる合衆国が，略式判決（summary judgement）
を請求した。地方裁判所は，政府機関の行為は恣意的で，根拠に欠くもので
はないとして合衆国の要求を認めた。
　事件は，合衆国第九巡回区控訴裁判所に上訴された
376）
。控訴裁判所は，以下
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のように判示し，地方裁判所判決を一部容認，一部棄却し，事件を差し戻し
ている。控訴裁判所は， 3 マイルを超えるホー族，マカハ族，クインノール
ト族およびクインリュート族のための U&A を確認した大綱部分について
は，本件上訴人たるミッドウォーター等は，「訴えの利益」（standing）を欠
くものであるとした。すなわち訴えの利益を有するためには，原告は，「事
実上の損害」（injury  in  fact）─（a）具体的で特定化された，および（b）
不確定的若しくは仮定的ではなく，現実の若しくは差迫った法的に保護され
る利益の侵害─を被るものでなければならない（United States v. Hays, 515 
U.S. 737, 743 （1995）.）。NMFS は，上記 4 部族についてシロガネダラの捕獲場
所を定めてはいないのであり，ミッドウォーター等は， 4 部族との関係で現
実の若しくは差迫った損害を受けてはいないと判示した
377）
。
　そこで本件における争点は，唯一，商務長官が関連諸要素を考慮に入れた
か，そして認定された事実と行なわれた選択との間に合理的関連性があるか
否かにあったが，控訴裁判所は，行政上の記録を精査し，マカハ族のための
本件1999年規則は NMFS に規定された科学上の知見に適うものではないと
し，NMFS に捕獲場所を再審査するよう命じている。すなわち，マカハ族
のシロガネダラの正当な捕獲場所を審理するための出発点は，ニー・ベイ条
約に基づく部族の権利である必要があるが，合衆国市民と部族との間の「共
通の権利の衡平な措置は，まず『通例の，および慣習的』な場所を回遊する
魚類の『捕獲量』（harvestable portion）をおおよそ同等の条約および非条約の
取り分に配分することであり，部族の需要がより少ない捕獲量で満たされる
ならば，条約上の配分を減少させるべきである。」（Passenger Fishing Vessel 
Ass’n. 判決（443 U.S. 658 （1979））。ここにいう「捕獲量」という考えには，政府
規制は 「魚類の現実の資源保護にとって明らかな害」 （United States v. Washington, 
384 F. Supp. 312, 415 （W.D. Wash. 1974）.）を誘引してはならないということを意
味する「資源保護の必要性原則」が含まれる。反対に資源保護の必要性の原
376）　Id. at 714─16.
377）　Id. at 716.
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則に従えば，条約上の権利に基づく先住インディアン漁民の捕獲規制を含む
漁業資源の保護の必要に応じて，海洋漁業の規制も許される。NMFS の定
めた捕獲場所との関係において，資源保護の必要性原則は，捕獲し得る余剰
分の有効なストックの記述に組み込まれてきたのであり，本件にこれらの一
般原則を適用した場合，マカハ族は，ニー・ベイ条約に従って通例のおよび
慣例的な漁場を回遊するシロガネダラの捕獲し得る余剰分の 2 分の 1 の権利
を付与される。さらに，FCMA は，NFMS が漁業資源の保護とその管理に
ついて策定する場合，「有効な最善の科学上の情報」にその根拠を置かなけ
ればならない旨を規定しているが（第16編第1851条第 a 項第 2 号），NFMS が行
なったマカハ族の捕獲場所の決定は政治的妥協の産物であり，科学的情報に
基づいて行なわれたものではない。当該決定は，恣意的であって，根拠のな
いものである
378）
。
Ⅵ　インディアン・カントリーにおける非インディアンの規制
1 ．部族による規制
　（1）　インディアン部族は，非インディアンを信託土地およびその他の土
地から排除する権利を有し，および非インディアンの立入り（entry）に条件
を設けることができる。そして部族が，非インディアンにインディアンの土
地に留まることを認めた場合，非インディアンが立入りについての当初の条
件に従う限り，部族は非インディアンを追い出す究極的権限を行使しないこ
とに同意したことになる。もっとも，部族の管轄権内に入る非部族構成員
は，部族がその主権的権限を後に行使する危険を負うことになる
379）
。
　保留地の経済発展は，しばしばその大部分を非インディアンの活動に負っ
ているがため，部族は，非インディアンを完全に排除するためにその権利を
378）　Id. at 718─21.
379）　Merrion v. Jicarrilla Apache Tribe, 455 U.S. 130, 144 （1982）. See also Barta v. Oglala 
Sioux Tribe of Pine Ridge Reservation, 259 F.2d 553 （CA8 1958）.
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行使することは稀有のことであり，反対に有効な資源活用のために彼ら非イ
ンディアンをインディアン・カントリーに招来することがしばしばである。
さらに言い得ることは，多くの非インディアンが保留地の境界内に単純不動
産権土地を所有し，保留地の境界内で狩猟や漁業，そして採集活動に従事し
ていることである。インディアン部族は，インディアン・カントリー内の信
託土地および部族の土地での非インディアンの活動を規制する広範な権限を
保留しており，狩猟，漁業および採集に従事する非インディアンに適用され
る法を制定し得るのである
380）
。部族は，許可書の取消し，民事罰（civil penalty）
又は信託土地からの排除といった民事上の救済を通して非インディアン違反
者に部族法を執行し得る
381）
が，部族が，インディアン・カントリー内の非イン
ディアンに対して刑事管轄権を行使することは，1978年の合衆国最高裁判所
の Oliphant 判決
382）
で明白に否定されたところである
383）
。
　（2）　以下，インディアン・カントリー内の非インディアンが保有する単
純不動産権土地および非信託土地（nontrust  land）において，部族が非インデ
ィアンに対して狩猟や漁業規制の権限を行使し得るか否か，判例を通して考
察する。
　本稿Ⅱ─ 1 ─（2）で扱った Montana 判決
384）
は，ビッグ・ホーン川の川床の権原
はモンタナが州に昇格した際に同州に移行したと判示しているが，さらに続
けて同判決は，クロー・インディアン部族は非インディアンによって単純不
動産権で所有されている保留地内の土地での狩猟および漁業を規制する権限
を有しない旨を判示し，控訴裁判所判決を破棄・差し戻している。スチュワ
ート裁判官が法廷意見を執筆している。 事件当時のクロー・インディアン保
留地の土地保有状況を合衆国モンタナ州地区地方裁判所は，以下のように認
定している
385）
。
380）　COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.06, at 1185.
381）　Id.
382）　435 U.S. 191 （1978）.
383）　保留地内の刑事管轄権問題一般については，拙著・前掲註14，455頁以下参照。
384）　450 U.S. 544 （1981）.
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保有形態  面積（エーカー）  保留地に占める割合（%）
割当地  1,187,592.34  52.02
部族  379,740.64  16.64
（測量地域）
部族  15,850.85  0.69
（未測量地域）
政府所有  1,400.50  0.70
イェローテイル・ダム  6,695.64  0.29
州の土地  44,804.82  1.96
単純不動産権土地  646,679.12  28.33
総面積  2,282,764.00  100.00
　第一に判決は，インディアンとの条約の文言解釈および合衆国議会法律の
立法史から，部族の管轄権を否定している。すなわち本件第一次条約の目的
は，入植者に種々のインディアン部族の土地の無害通行を保障するにあり，
同条約第 5 条は狩猟と漁業に言及しているものの，合衆国議会がクロー族に
対して非部族構成員の土地での非部族構成員による狩猟および漁業を規制す
る権限を当該条約のどこにも認めてはいない。第二次条約は，保留地を設
け，合衆国に対して部族によって使用，占有されている保留地に非インディ
アンが居住し，通行することを禁止するよう義務付け，その結果，議論の余
地あるところではあるが，これらの土地での漁業および狩猟を規制する権限
を部族に付与したのである。しかし，ここにいう権限は，部族が「絶対的か
つ平穏な利用並びに占有」を行使する土地にのみ及ぶものであり，かかる土
地の面積は1887年の一般土地割当法（24 Stat. 388）および1920年のクロー土
地割当法（41 Stat. 751）の可決によって減少している。第二次条約によって
非インディアンによる保留地での狩猟と漁業を制限し，又は禁止する部族の
権限が創出されたとしても，当該権限は非インディアンによって単純不動産
権で所有されている土地には適用され得ない。合衆国法律集第18編第1165条
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の適用は，合衆国によってインディアンのために信託保有されているインデ
ィアンが支配し，若しくはインディアンによる使用のために保留された土地
に限定される。合衆国議会が，部族管轄権を非インディアンの土地に拡大す
ることを望んでいたならば，合衆国議会は容易に合衆国法律集第18編第1165
条（インディアンの土地の狩猟，トラッピング又は漁業）に同第18編第1151条（イン
ディアン・カントリー）に規定される「インディアン・カントリー」の定義を
組み入れることができたのである。実際に下院司法委員会小委員会は，この
ことが行なわれるべきことを提案したが，内務省は，1958年 5 月23日付書簡
のなかでこれに反対している。同省は，第18編第1165条を追加規定する法案
の目的は，個々人のインディアン又は部族の同意を得ずして狩猟，トラッピ
ング又は漁業のためにインディアンの土地へ立ち入ることを不法とすること
にあった旨を述べている。1985年第85議会第 2 会期議事録第2593号は，法案
がインディアン又は合衆国によって保有され，若しくは管理された土地以外
の土地に適用される意味を含まないことを明確にするにあったことを指摘し
たのである。これを受けて，司法委員会は，インディアン保留地の境界内に
単純不動産権を認める譲渡証書が付与された土地には部族の管轄権が適用さ
れないとする現行規定の文言を採用したのである
386）
。
　第二に判決は，部族が保留地での非インディアンによる漁業規制を行使で
きない理由として固有の主権ないし部族主権の属性の喪失法理を展開し，い
わゆる「モンタナ例外」（Montana e
387）
xception）なる法理を打ち出している。す
なわち当裁判所は，1978年の United States v. Wheeler（435 U.S. 313）（以下，
「Wheeler 判決」という。）で固有の主権原理について再審理し，インディアン
部族は部族構成員およびそのテリトリーに対する主権の属性をもつ独特な団
体であると判示したが，Wheeler 判決は，インディアン部族が条約並びに合
衆国の法律を通してと同様に，合衆国への最初の編入を通して主権の多くの
385）　United States v. Montana, 604 F.2d 1162, 1164 n.3 （9th Cir. 1979）.
386）　450 U.S. at 563─67.
387）　South Dakota v. Bourland, 508 U.S. 679, 687 （1993）.
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属性を喪失してきたことに細心の注意を払って判決を下している（435 U.S. at 
323, 326）。当裁判所は，部族に保留された固有の権限と剝奪された権限とを
区別したのである。すなわち，「主権の黙示の剝奪が生じたと判断された領
域は，インディアン部族と部族の非部族構成員の間の関係に関る領域が含ま
れる。これらの制限は，合衆国の領土的管轄権内にあるインディアン部族の
従属的地位が，彼らの外部的関係を独立して決定する自由と必然的に矛盾す
るという事実に依拠する。内部の刑事法を制定し，執行する権限を含む自治
の権限は，異なった型のそれである。自治権限は，部族の構成員の間の関係
についてのみ係るものである。従って，自治権限は，部族の従属的地位によ
って必然的に失われるといった権限ではない。」と判決している（435 U.S. at 
326.）。従って，インディアン部族は，部族の犯罪者を処罰する権限に加え，
部族の構成員資格を決定し，構成員間の内部的関係を規律し，および構成員
のために相続権に関する準則を規律する固有の権限を保留している（Id. at 
332）。しかし，部族自治を保護し，又は内部関係を統制するために必要な範
囲を超える部族権限の行使は，部族の従属的地位に矛盾し，明白な合衆国議
会の授権がない限り保留し得ない（Mescalero Apache Tribe v. Jones, 411 U.S. 145, 
148; Williams v. Lee, 358 U.S. 217, 219─20; Kagama 判決（118 U.S. 375, 381─82））。部族
によってもはや所有されていない土地での部族の非部族構成員による狩猟並
びに漁業の規制は，部族自治又は内部関係とは明白な関係を持つものではな
く，保留された固有の主権の一般的原理からすれば，クロー族が決議第74─
05号を採択することを認めなかったものと解釈されるところである。
Oliphant 判決（435 U.S. 191）は，刑事問題における固有の部族権限について
のみ決定したが，当該事件が依拠した原理は，インディアン部族の固有の主
権的権限は部族の非部族構成員の諸活動には及ばないという一般的命題を支
持するものである。確かに，インディアン部族は，彼らの保留地で─非イ
ンディアンが絶対的単純不動産権を認められた土地においても─非インデ
ィアンに対する何らかの形式の民事管轄権を行使する固有の主権的権限を有
している。すなわち，（a）部族は，課税，許可又はその他の手段を通して，
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部族若しくは当該構成員と商取引，契約，リース若しくはその他の取決めに
よって合意関係（consensual relationship）を結ぶ非部族構成員の諸活動を規制
し得る（Williams v. Lee, 358 U.S. at 223; Morris v. Hitchcock, 194 U.S. 384; Buster v. 
Wright, 135 F. 947, 950 （CA8）.） 〔以下， 「モンタナ第一例外」 という。筆者註〕。部
族は， また， （b） 行為が政治的無欠性 （political integrity）， 経済的安全 （economic 
security）又は部族の保健若しくは福祉を脅かし，又はそれらに直接的影響を
及ぼす場合，保留地内の絶対的単純不動産権が認められた土地での非インデ
ィアンに対する民事上の権限を行使する固有の権限を保留する（Fisher v. 
District Court, 424 U.S. 382,386; Williams v. Lee, 358 U.S. at 220; Montana Catholic 
Missions v. Missoula County, 200 U.S. 118, 128─29; Thomas v. Gay, 169 U.S. 264, 273）〔以
下，「モンタナ第二例外」という。筆者註〕。しかし，本件では，非インディ
アンが絶対的単純不動産権を認められた土地での非インディアンの狩猟者お
よび漁業従事者は，部族との間にいかなる合意をも締結してはおらず，さら
に，当該狩猟および漁業行為が，部族の政治的無欠状態若しくは経済的安全
を脅威にさらすものであるとの立証は何ら為されていない
388）
。（傍線筆者）。
　黙示の剝奪の法理について合衆国最高裁判所は，インディアンのネーショ
ン若しくは部族は，1932年の Worcester 判決以後，一貫して当該部族構成員
および当該テリトリーに対する固有の主権を有するとしてきたが，1978年の
Oliphant 判決で国内の従属国である地位と相容れない固有の主権的権限を
黙示的に剝奪されるとされた。当初，黙示の剝奪の法理は，Oliphant 判決
─刑事事件─又は Washington v. Confederated Tribes of  the Colville 
Indian R
389）
eservation（以下，「Colville 判決」という。）─民事事件─に見られ
388）　Id. at 557─67. 判決理由で引用されている Wheeler 判決の詳細については，拙稿・前掲註
14，476頁以下，Oliphant 判決の詳細については拙稿・前掲註14，470頁以下参照。
389）　447 U.S. 134 （1979）. 黙示の剝奪の法理に関し，非部族構成員による部族法からの免除の主
張というよりも部族権限と優越する国家の主権的利益の間の衝突に焦点を当てる黙示の剝奪の
法理の異なった解釈が，Colville 判決において展開されている。本件は，保留地での非部族構
成員に対するたばこの販売に対して部族がワシントン州の課税権を取り上げて，固有の権限と
して課税し得るか否かが争われた事案である。法廷意見を書いたホワイト裁判官は，部族の権
限は，暗黙のうちに部族の従属的地位によって剝奪されるのではない。当裁判所は，かかる剝
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るように，部族の固有の権限が合衆国の優越的主権と衝突する場合に適用さ
れる法理として採用されていたが，合衆国最高裁判所は，本件 Montana 判
決において，当該法理の適用範囲の拡大化を図っている。Montana 判決は，
Wheeler 判決の判決理由を引用し，主権の黙示の剝奪が行われたと判断され
てきた領域にインディアン部族と部族の非部族構成員との関係に関る領域が
含まれる。これらの制約は，合衆国の領域的管轄権内のインディアン部族の
従属的地位が，必然的に彼らの外部的関係を独立して決定する彼らの自由と
矛盾するという事実に拠っている。しかし，自治権限は，異なった種類のも
のであって，部族の構成員の間の関係のみに関るのであるとする。そして続
けて，Montana 判決は，部族自治を保護し，又は内部的関係を統制するた
めに必要なるものを越える部族権限の行使は，部族の従属的地位と相容れ
ず，明白な合衆国議会の授権がない限り行使し得ないとしたのである。
　かかる一般原則を述べたのち─黙示の剝奪法理は，部族と非部族構成員
奪を部族が外交関係に従事し，連邦の承認なくして非インディアンに自らの土地を譲渡し，若
しくは市民的権利の完全なる保障を容認していない部族裁判所に非インディアンを訴追すると
いった場合におけるように，部族主権が連邦政府の最も重要な利益と相反する事例のなかに見
出してきた（Oliphant 判決（435 U.S. 191, 208─10 （1978）; Wheeler 判決（435 U.S. 313, 326 
（1978））。本件において，必然的に部族の課税によって覆されるいかなる最も重要な連邦利益
も，見出され得ない。そして，たとえ州の利益が部族の課税によって結果として影響を受ける
としても，部族主権は，州にではなくして唯一連邦政府に従属し，および依存していることが
想起されなければならないと判示している（Id. at 153─54）。本件における黙示の剝奪の概念
化は，合衆国内に在る部族は，外国政府との条約締結や合衆国の同意なくしての部族の土地の
譲渡といった対外的権限を，これら権限が合衆国の最も重要な領土的主権と衝突するが故に行
使することを排除されると判示した合衆国最高裁判所の1800年代初期の判決である Johnson v. 
M’Intosh（21 U.S. 543, 589 （1823））や Georgia 判決（30 U.S. 1, 17─18 （1831））とその内容に
おいてより一致するものと言うことができる。尚，黙示の剝奪の法理を批判した論稿として，
see, e.g., Bethany R. Berger, Justice and the Outsider: Jurisdiction overNonmembers in Tribal 
Legal Systems, 37 ARIZ. ST. L.J . 1047 （2005）; Bethany R. Berger, “Power over This 
Unfortunate Race”: Race, Politics and Indian Law in United States v Rogers, 45 WM. & MARY 
L. REV. 1957, 2046─49 （2004）; Laurie Reynolds, “Jurisdiction” in Federal Indian Law: 
Confusion, Contradiction, and Supreme Court Precedent, 27 N.M. L. REV. 359, 377─80 （1997）; 
David H. Getches, Conquering the Cultural Frontier: The New Subjectism of the Supreme 
Court in Indian Law, 84 CAL. L. REV. 1573, 1596─617 1996）; Philip P. Frickey, Marshalling Past 
and Present: Colonialism, Constitutionalism, and Interpretation in Federal Indian Law, 107 
HARV. L. REV. 381, 437─38 （1993）.
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の間の関係を含む領域で適用されるとした Wheeler 判決の法理を法の強制
力を持つ一般的原理にまで高めている。判決に言う「部族自治を保護するた
めに必要な」なる文言は，Montana 判決で引用されているそれまでの合衆
国最高裁判所の判例の中では定義されてはおらず，況や示唆さえ為されては
いない─，当該一般原則に対する 2 つの例外を展開している。しかし，本
判決は，「非インディアンの狩猟および漁業が部族の政治的若しくは経済的
安全を害することを示す何ものも本案に見出すことはできない。」と判示す
るのみで，それを超えて， 2 つの例外の本質的特徴についてそれが何を意味
するのか，何ら詳しく述べるところはない。
　規制権限と 2 つの例外について本判決が，何ゆえ部族の狩猟および漁業規
制が争われた事件において Oliphant 判決の法理を採用し，適用範囲を拡大
したのか，その理由は定かでなく─州権優位の判例の流れを反映したもの
か─，また部族の従属的地位が部族の規制権限の剝奪を論理的必然的な帰
結とするのかも説明されていない。実際，本判決の10ヶ月後，部族の土地を
リースした非インディアン会社の営業利益に対する部族の石油およびガス採
掘税の課税権を「部族自治およびテリトリーの管理に必要な固有の権限」の
一部であると判示した Merrion v. Jicarilla Apache T
390）
ribe では，Montana 判
決への言及はまったく為されてはいないのである
391）
。
　その後，合衆国最高裁判所は，インディアン又は非インディアンによって
保有されている単純不動権土地を含む保留地内の全てに適用される旨を規定
した1970年のヤキマ・ネーションの「地域制条例」（zoning ordinance）の適用
をめぐって争われた1989年の Brendale v. Confederated Tribes and Bands 
of Yakima N
392）
ation（以下，「Brendale 判決」という。）でヤキマ族は，少なくとも
390）　455 U.S. 130 （1982）.
391）　Montana 判決を批評する論稿として，see, e.g., Alex Tallchief Skibine, The Court’s Use of 
the Implicit Divestiture Doctrine to Implement Its Imperfect Notion of Federalism in Indioan 
Country, 36 TULSA L.J. 267 （2001）; N. Bruce Duthu, Implicit Divestiture of Tribal Powers: 
Locating Legitimate Sources of Authority in Indian Country, 19 AM. INDIAN L. REV. 353 
（1994）.
392）　492 U.S. 408 （1989）.
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ヤキマ族保留地の空閑地に関して言えば，非インディアンによって単純不動
産権で所有されるようになった土地を用途指定する（zone）権限を喪失して
いたと判示している
393）
。判例の流れは，確立されたかに思われる。
　（3）　1993年，合衆国最高裁判所は，事案が Montana 判決に類似する事件
である South Dakota v. B
394）
ourland（以下，「Bourland 判決」という。）で，上記モ
ンタナ例外の法理を援用し，保留地の非信託土地にインディアン部族の管轄
権は及ばないとしている。1868年のフォート・ララミー条約（以下，「1868年条
約」という。）によって今日のサウス・ダコタ州西部から一部ノース・ダコタ
州に跨る地域にグレイト・スー族保留地（Great Sioux Reservation）が建設され
た。同条約第 2 条は，当該保留地はスー族（Sioux Tribes）による絶対的かつ
平穏な使用並びに占有のために保有され，非インディアンは立入り，居住又
は定住できないものと規定していた。しかし「1889年 5 月 2 日法」（25 Stat. 
888）（以下，「1889年法」という。）は，当該保留地から土地を取り上げ，残余土
地をサウス・ダコタ州北部中央に位地するシャイアン・リバー保留地
（Cheyenne River Reservation）（以下，「本件保留地」という。）を含む幾つかの保留
地に区分した。1889年法第 9 条は，1868年条約で規定されたスー族の権利を
保留していた。本件保留地は，合衆国によって部族の利益のために信託で保
有された。1889年法第 8 条は，保留地内の土地（区分）を個々人のインディ
アンに割り当てる権限を大統領に付与したが，その後，これらの割り当てら
れた土地は，シャイアン・リバー・スー族 （Cheyenne River Sioux Tribe） （以下，
「部族」という。）の部族構成員ではない者によって取得され，非インディアン
もまた，1887年の一般土地割当法 （24 Stat. 388） （以下，「1887年法」という。） およ
び「1908年 5 月29日法」（35 Stat. 460）（以下，「1908年法」という。）に基づいて，
保留地の非割当地並びに余剰地を単純不動産権原で取得した。1887年法は，
余剰地の非インディアンへの売却を公認していたが，さらに1908年法が内務
長官にこれまで合衆国によって信託保有されてきた1600,000エーカー以上の
393）　Id. at 423─43.
394）　508 U.S. 679 （1993）.
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土地を非インディアン居住者のために公開する権限を与えたがために，部族
およびその構成員のために合衆国によって信託保有された土地は著しく減少
し，事件当時，信託土地は保留地の50パーセント以下にまで減少していた。
　1943年と1944年に起こったミズーリ川（Missouri River）の氾濫を契機に，
合衆国議会は，1944年，「水量規制法」（the Flood Control Act, ch. 665, 58 Stat. 
887）（以下，「1944年法」という。）を制定したが，同法は，本件保留地の西側の
境界線として機能していたミズーリ川に沿って総合的水量規制計画を策定し
たものであった。1994年法第 4 条は，合衆国工兵軍団長（Chief of  the United 
States Army Corp of Engineers）に貯水池地域に公共の公園及び娯楽施設の建
設，維持並びに管理を命ずる規定を置き，当該貯水池は，陸軍長官の定める
法規に従って公共の利用に解放されるものしていた。その後，合衆国議会
は，ノース・ダコタおよびサウス・ダコタ両州にまたがるミズーリ川流域に
水力発電用ダムおよび水量規制ダム建設のためにインディアンの土地を収用
することを目的とする複数の法律を制定するが，これら土地収用の中で最も
大掛かりな収用が， 「オアへ・ダムおよび貯水池計画」 （Oahe Dam and Reservoir 
Project）に関わるもので，部族は，ミズーリ川の水域2,000エーカーを含む部
族の信託土地の104,420エーカーの譲渡を要求され，部族が当該計画に必要
とされる「全ての部族に割り当てられ，指定され，および相続された土地又
は利益を合衆国に譲渡する」旨の合意は，1954年 9 月 3 日制定の「シャイア
ン川法」（the Cheyenne River Act, 68 Stat. 1191.）（以下，「1954年法」という。）に規
定されている。さらに1954年法では，部族若しくはその構成員は，譲渡した
土地の利用に対する一定の権利─採掘権，木材の伐採権，ダム水没までの
居住権，─が認められ（第 6 条，第 7 条，第 9 条），同法第10条は，被収用地
での部族による牧草の貯蔵を認め，合衆国の他の市民による使用に適用され
る規制に従うことを条件に，貯水池での狩猟権および漁業権を認めていた。
一方，非インディアンは，1944年法に従って当該計画のために18,000エーカ
ーの単純不動産権土地を合衆国に譲渡している。
　部族とサウス・ダコタ州は，本件紛争が生ずる以前から，それぞれ収用土
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地での狩猟および漁業に規制を加えていた。部族は，その規制を全ての訪問
者に適用するものとしていたが，州は非インディアンのみをその規制対象と
していた。1988年の鹿の狩猟期を迎えた時，部族は，州の狩猟許可証を以後
認めないものとし，部族の許可なく保留地に立ち入ったハンターは部族裁判
所の訴追に従うものとすると通告した。そこで，州は，合衆国サウス・ダコ
タ州地区地方裁判所に，部族が保留地内の非信託土地での狩猟を非インディ
アンに排除することの禁止を求めて訴訟を提起した
395）
。事件当時の本件保留地
の土地保有状況を合衆国サウス・ダコタ州地区地方裁判所は，以下のように
認定している
396）
。
保有形態  面積（エーカー）  保留地に占める割合（%）
信託土地  1,395,729  49.8
（個々人のインディアン
又は部族）
単純不動産権保有  1,305,215  46.5
（部族構成員
又は非部族構成員）
合衆国による被収用地  105,970  3.7
総面積  2,806,914  100.0
　地方裁判所は，Montana 判決に従って，①1954年法第10条は，部族の以
前の信託土地での排他的使用権および占有権を明らかに剝奪するものであ
り，②合衆国議会は，収用された土地での非部族構成員に対する部族の狩猟
および漁業に関する権限を明白に委任してこなかったと判断した。上訴に基
づいて，合衆国第八巡回区控訴裁判所は，①部族は，以前の104,420エーカ
ーの信託土地での非インディアンの狩猟および漁業を規制する権限を有す
395）　Id. at 682─86.
396）　South Dakota v. Burland, 949 F.2d 984, 987 n.5 （8th Cir. 1991）.
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る。蓋し，1954年法は，部族の条約上の狩猟および漁業を規制する権利を部
族から剝奪するとの合衆国議会の意図を明確に表明していないからである。
②非インディアンの以前の18,000エーカーの単純不動産権土地に関しては，
Montana 判決は，部族は1887年法に従って非インディアンが単純不動産権
に基づいて所有する土地での非インディアンに対する狩猟および漁業を規制
する権限を剝奪したとしており，当該権限の承認がない場合，「モンタナ例
外」のいずれかを満たさない限り，部族は規制権限を持たないとし，一部容
認，一部破棄の判決を下し，事件を差し戻した（949 F.2d 984 （CA8 1
397）
991））。
　合衆国最高裁判所は，サーシオレイライを認め（506 U.S. 813 （1992）），以下
のように判示し，控訴裁判所判決をを破棄し，事件を差し戻した。トーマス
裁判官 （Thomas, J.） が法廷意見を執筆している （レンクィスト長官 （Renquist, C.J.）， 
ホワイト（White, J.），スティーブンズ，オコナ，スカーリア（Scalia, J.），ケネ
ディ（Kennedy, J.）の各裁判官が同調し，ブラックマン裁判官が反対意見を
執筆し，これにスータ裁判官（Souter, J.）が同調。）。以下，判決要旨である。
　Montana 判決および Brendale 判決は，インディアン部族が部族の土地の
所有権を非インディアンに譲渡した場合，当該部族は譲渡された土地の絶対
的かつ排他的な使用と占有の権利を喪失することを確立している。かかる権
利の消滅は，少なくとも本件において争点となった土地形態に関して言え
ば，他人による土地使用への正規の管轄権の喪失を意味する。オアへ・ダム
および貯水池計画のためにインディアンの信託土地およびその他の保留地を
収用し，公共の用にこれらの土地を解放するにあたって合衆国議会は，水量
の規制と1954年法を通してこれらの土地から非インディアンを排除する部族
の権限を除去したのである。1944年法第 4 条は，本件計画土地を狩猟および
漁業を含む娯楽目的に解放し，1954年法は，連邦政府による部族への被収用
土地への補償は「部族による全ての請求，権利および要求の最終的かつ全面
的解決である。」と宣言している。合衆国議会が，部族に非インディアンの
狩猟および漁業を規制する権利を認めようと意図したならば，1954年法第10
397）　508 U.S. at 686─87.
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条で他の権利と共に認めたように，明白な制定法上の文言をもって同様の事
項を規定したはずである。そして，合衆国議会は，本件地域に対する規制的
管理権を工兵軍団長に付与したのであるから，部族が部族の許可なく狩猟又
は漁業を非部族構成員に排除する権利，若しくは非部族構成員を妨げる権利
を主張するか否かは的外れである。Montana 判決は，譲渡の目的が当該事
件と本件で異なることを理由に本件とは区別されるとの主張は成立し得な
い。何故ならば，問題に関連する要素は，合衆国の目的ではなくして，以前
に部族が有していた権利の譲渡の効果なのである。さらに，合衆国議会の収
用地域における一定の権利の明白な保留は，全てのそれまでの権利の暗黙の
保留として機能するものではない（Dion 判決（476 U.S. 734 （1986））。本件地方
裁判所判決は，モンタナ例外は以前の信託土地と以前の単純不動権土地のい
ずれにも適用されないと認定しているが，当裁判所はこれを支持するもので
ある
398）
。
2 ．州による規制
　（1）　合衆国最高裁判所の Montana 判決
399）
および B
400）
ourland に従えば，州
は，統治団体である部族がモンタナ例外に基づいて部族の規制権限を立証し
得ない限り，インディアン・カントリー内に位置する単純不動権土地ないし
非信託土地での非部族構成員の狩猟，漁業および採集の活動を規制し得るこ
とになると考えられる。州の規制権限は，州法がインディアン部族に対する
州の合衆国議会法律の義務に合理的に関連している場合，非部族構成員の狩
猟および漁業の権利に及ぶのである
401）
。
　モンタナ州内の全てのインディアン保留地で非部族構成員が大型野生動物
を狩猟することを禁止した当該州の「漁業野生生物公園管理委員会」（Fish, 
Wildlife and Park Commission）の規則（州法（注釈付モンタン州法律集第87─1─304条第
1 項第 a 号（i））によって授権されている。）は，部族構成員と非部族構成員を差別
398）　Id. at 687─97.
399）　450 U.S. 544 （1981）.
400）　508 U.S. 679 （1993）.
401）　See COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.06 ［2］, at 1187.
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するものであり，憲法に保障された平等保護を侵害するものであるとして争
われた State v. M
402）
ontana で，モンタナ州最高裁判所は，合衆国最高裁判所
の Mancari 判決
403）
に依拠し，インディアンの特別処遇は法令がインディアン
に対して向けられた独特な連邦の義務の履行に合理的に結びついている限
り，合憲であるとしている。そして，インディアンの権利に関する連邦イン
ディアン法の法理は州を拘束するのであって，本件の非部族構成員に対する
狩猟規制は，州のインディアンへの独特な義務の履行に合理的に関連してい
るのであり，モンタナ州憲法第 2 条第 4 節の平等保護条項に違反するもので
はないと判示している
404）
。
　（2）　Mescalero Apache Tribe 判決
405）
について述べる。ニュー・メキシコ州
（以下，「州」という。）南部の中央部に位置する面積460,000エーカーの保留地
に居住するメスカレロ・アパッチ族（以下，「部族」という。）は─部族が保
有するのは，保留地の193.85エーカーに過ぎない─，1934年制定の IRA に
基づいて部族憲法を制定し（1965年 1 月に内務長官によって承認されている。），族
部族評議会を設けている。族部族評議会は，部族の財産，野生動物および自
然資源を保護し，並びに保存することを要求されている。部族による保留地
内の狩猟および漁業のための資源開発は，部族構成員の雇用機会の増加につ
ながり，狩猟および漁業の許可証の販売や，これらに随伴する事業は，部族
の収入に寄与している。部族は，連邦基金を利用し， 8 つの人造湖を設けて
いる。人造湖は，保留地内の河川に加えて，保留地内の連邦の孵化場
（hatchery）を管理する「内務省合衆国漁類野生生物保護庁スポーツ漁業野生
生物保護局」（Bureau of Sport Fisheries and Wildlife of  the United States Fish and 
Wildlife Service, Department of  the Interior）（以下，「保護局」という。）によって魚
類が放流されている。合衆国は，保留地内の鳥獣資源の増大にも実質的に関
与しており，1966年以前，保留地の付近には13頭のアメリカアカシカが生息
402）　67 P.3d 863 （Mont. 2002）.
403）　417 U.S. 535 （1974）.
404）　67 P.3d at 866─67.
405）　462 U.S. 324, 325─30 （1983）.
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するのみであったが，1966年および1967年に「国立公園局」（National Park 
Service）は，保留地に162頭のアメリカアカシカの群れを寄付している。そ
の結果，1977年までには1,200頭を数えるにいたっている。州は，アメリカア
カシカやその他の野生生物（レイヨウ（antelope），熊，およびシカが含まれる。）の
繁殖に大きな貢献を行なってはいない。部族と連邦政府は，協同して魚類お
よび鳥獣の管理計画を実施し，族部族評議会は，毎年，部族憲法および保護
局との協定に基づいて，「狩猟・漁業条例」（以下，「部族条例」という。）を採択
している。部族条例は，捕獲量制限および狩猟期を規定し，狩猟および漁業
に許可が必要である旨を規定し，合衆国議会法律の定めるところにより内務
省の承認を受けており，族部族評議会は，内務省インディアン問題局によっ
て付託された勧告に基づいて「鳥獣条例」を採択して，さらに保護局を通し
て内務長官が，保留地の流域への魚類の放流を決定している。州と部族の狩
猟規制の間には，数多くの衝突が生じているが，例えば，部族が定めている
狩猟および漁業の捕獲量制限および狩猟期は，州が定めるそれと両立せず，
部族が，狩猟者に雄ジカと雌ジカの殺害を認めているのに，州は雄ジカの殺
害のみを認めている。州と異なり，部族は連続年の許可証の取得を認めてい
る。さらに1977年以降，部族条例は，保留地で狩猟し，又は漁業に従事する
インディアン又は非インディアンに州の許可証は必要ではない旨を定めてい
る。「ニュー・メキシコ州鳥獣・魚類保護省」（New Mexico Game and Fish 
Department）は，部族条例に従って保留地で殺害した鳥獣の不法所持を理由
に非インディアンを逮捕することによって州の規制を強制してきた。
　1977年，部族は，州および州鳥獣魚類保護省長官を相手に，部族構成員又
は非部族構成員による保留地での狩猟若しくは漁業に対する州の規制の防止
を求めて，合衆国ニュー・メキシコ州地区地方裁判所に訴訟を提起した。
1978年 8 月，地方裁判所は，部族のために州の狩猟および漁業法の執行に対
して，宣言的救済および差止命令による救済を認めた。合衆国第十巡回区控
訴裁判所が，これを支持した（630 F.2d 724 （10th Cir. 1980））。合衆国最高裁判
所は，控訴審判決を取り消し，Montana 判決（450 U.S. 544 （1981））（上記Ⅱ─ 1 ─
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（2），Ⅵ─ 1 ─（2）参照。）に照らして再審理するよう事件を差し戻した。控訴裁判
所は，Mescalero Apache Tribe v. New Mexico（677 F.2d 55 （10th Cir. 1982））
に従って判決を下した。合衆国最高裁判所が，サーシオレイライを認めた
（459 U.S. 1014 （1982））。州は，非部族構成員に競合的管轄権を行使することが
でき，それ故に州全域にわたる当該州の狩猟および漁業規制は，保留地の非
部族構成員によるそれに適用可能であって，ひとたび部族が非部族構成員に
よる狩猟および漁業を認めた場合，当該狩猟および漁業は州が課す規制に服
さなければならないと主張している
406）
。マーシャル裁判官が，法廷意見を執筆
している。
　マーシャル裁判官は，判決理由の冒頭で過去の判例を引用し，保留地へ州
の競合的管轄権が及ぶことを示唆する。すなわち，当裁判所は，部族主権へ
の一定の制限が及ぶことを認めてきており，例えば，インディアン部族は，
彼らの従属的地位の故にある面において黙示的に主権を剝奪されると判示し
（See, e.g., Oneida Indian Nation v. County of Oneida, 414 U.S. 661, 667─68 （1974）; 
Oliphant 判決 （435 U.S. 191 （1978））），州は，一定の状況下において保留地の非
部族構成員の活動に対する権限を有効に主張することができると判示し
（See, e.g., Washington v. Confederated Tribes of Colville Indian Reservation, 447 U.S. 134 
（1980） （以下，「Confederated Tribes of Colville Indian Reservation 判決」という。）; Moe 
v. Salish & Kootenai Tribe, 425 U.S. 463 （1976）.），そして州は，例外的状況下にお
いて部族の構成員の保留地での活動に対する管轄権を行使し得ると判示して
きた（Puyallup III 判決（433 U.S. 165 （1977））。しかしながら，インディアン部
族は，その構成員およびテリトリーに対する主権の属性（attribute）を有す
る独特な団体であり，部族によって保有される主権は，その内部的および社
会的関係を規制する権限を含み （White Mountain Apache Tribe v. Bracker, 448 U.S. 
136, 142 （1980）（以下，「Bracker」判決という。）），保留地において非部族構成員を
完全に排除し，又はその存在に条件を課す権限も同様に認められている
（Kagama 判決 （118 U.S. 375, 381─82 （1886））; Wheeler 判決 （435 U.S. 313, 322 （1978））; 
406）　Id. 325─30.
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Montana 判決 （450 U.S. 544 （1981））; Merrion v. Jicarilla Apache Tribe, 455 U.S. 130 （1982）
（以下，「Merrion 判決」という
407）
。））。
　続いてマーシャル裁判官は，州が非部族構成員の保留地での活動にその権
限を主張し得るかは非常に困難な問題であるとし，「専占論」（preemption 
doctrine）を，特に合衆国最高裁判所の Bracker 判決
408）
に依拠して展開してい
く。一定の状況下において州は，保留地での非インディアンの活動に競合的
管轄権を及ぼし得るところ，州の権限は，合衆国議会法律の実施によって専
占されない場合にのみ主張し得るところである （Ramah Navajo School Bd. Inc. v. 
Bureau of Revenue of New Mexico, 458 U.S. 832 （1982）（以下，「Ramah Navajo School 
Bd. 判決」という。）; Bracker 判決（448 U.S. 136, 142 （1980）））。合衆国議会法律が保
留地の非インディアンへの州の権限の主張に対して専占するか否かの決定
は，「州又は部族の主権の機械的若しくは絶対的概念に依存するのではなく，
問題となる州， 連邦および部族の利益の性格への精査を必要とする。」 （Bracker
判決（448 U.S. at 145））。州は，その権限が専占に類似する原理の下で専占され
た場合にのみ管轄権を持たないが，当裁判所の先例は，インディアン部族に
影響を及ぼす州法の専占をこれらの状況に対してのみ制限してはいないこと
に注意すべきである。部族主権の独特な歴史的起源と連邦の部族の自足およ
び自決への責任は，インディアン部族を規制する合衆国議会法律に他の法領
域において現れてきた専占の判断基準を適用することを役立たないものにし
てしまう。部族の保留地は，国家ではないところ，主権の形態と性格におけ
る相違は，他の分野に適切に適用されてきた専占の概念をインディアン法の
分野に取り入れることを挫折させる（Bracker 判決（448 U.S. at 143─44））。また，
当裁判所の先例は，専占は「その効果に対する明確な合衆国議会の表明」を
要求するという主張を拒否してきている。州の管轄権は，合衆国議会法律に
反映される連邦および部族の利益に介入し，又は両立しない場合にのみ問題
となる州の利益が州の権限の主張を正当化するのに充分でない限り，合衆国
407）　Id. at 331─33.
408）　448 U.S. 136, 142 （1980）.
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議会法律の実施によって専占される（Bracker 判決（448 U.S. at 145））。部族主権
に関する伝統的概念は，漠然とした，又は不明確な合衆国議会法律が常に審
査されなければならない困難な背景を提供する。部族政府と連邦政府の両者
は，部族自治の促進という目的，および数々の合衆国議会法律に具体化され
た目的に義務をおうところ，かかる広範な連邦の責任の必然的含意として，
当裁判所は，保留地内の経済活動を企画し，規制するために，および課税に
よって政府業務の費用を支払うために，部族は構成員および非部族構成員の
両者による部族のテリトリーと資源の利用を管理する権限を有すると判示し
てきた（Merrion 判決（455 U.S. 130, 137）; Bracker 判決（448 U.S. at 151））。従って，
部族が合衆国議会法律の権限の下に事業を企てる場合，州の権限の主張は，
連邦の目的達成への障害に照らして審理されなければならならず，州の権限
は，連邦の目的達成にとって障害となる場合，排除される（Bracker 判決（448 
U.S. at 143））。さらに言うべきは，部族の事業に付加的な負担を課す州の権限
行使は，保留地の活動に関連して州によって履行される機能又は事業によっ
て，通例，正当化されなければならないということである（Ramah Navajo 
School Bd. 判決（458 U.S. 832, 843 （1
409）
982））。
　かかる原則を前提として，マーシャル裁判官は，州が州自身の狩猟および
漁業規制を部族の規制計画と競合させ得るかを論じ，本件の場合，当該州の
競合的規制権限を否認している。いわく，競合的管轄権は，保留地での部族
の狩猟および漁業を統制する部族の権限を実質的に無効とするものであるこ
とを強調する必要がある。競合的管轄権は，州に部族の規制に取って代わる
権限を与えることになる。州は，非部族構成員が保留地の資源を利用するこ
とが許される条件を指図し得ることになり，部族は，結果として州の「お情
け」で保留地への権限を行使することになってしまう。繰り返し連邦との条
約および合衆国議会法律で確証されてきている非部族構成員の狩猟並びに漁
業を規制する部族の権限は，無意味なものとなる。さらに，本件における競
合する州の管轄権の行使は，合衆国議会法律に基づいて確立された連邦と州
409）　Id. at 333─37.
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の総合計画を完全に「妨げ，混乱させる」（Montana 判決）ことになる。合衆
国議会法律は，内務省が部族の狩猟および漁業条例を審査することを求めて
いるのであり，族部族評議会は，内務省インディアン問題局によって付託さ
れた勧告に基づいて「鳥獣条例」を採択している。部族の構成員は，部族条
例によって統制され，他方で非部族構成員は州の一般的な狩猟法および漁業
法によって規制されるという二重の制度は，健全なる管理計画を遂行しよう
とする部族の能力を著しく侵害するものである。部族条例は，狩猟および漁
業について超過してはならない最大限の水準ではなくして，随意的水準を確
立することによって保留地の特別の需要に応えているが，反対に州法は，保
留地の需要に必然的に関連しない考慮に基づくものであり，そして保留地の
需要に対する敵愾心を考慮に入れたものとなっている。例えば，部族の条例
では，雄ジカと雌ジカの殺害を認めているが，これは保留地のシカの生息数
が過度にならないよう計画されたものである。雄ジカのみの殺害を認める州
法の実施は，この部族の目的を挫折させることになる。州が競合的管轄権を
主張することは，連邦と部族の規制計画を妨害する恐れがあるのみならず，
合衆国議会が優先課題としている部族自治と経済発展の促進の脅威ともなる
のである。連邦政府と密接に協力し，合衆国議会法律の支配下にあるインデ
ィアン部族の統治団体は，部族構成員の利益となるよう保留地の資源を発展
させ，管理するためにその合法的権限を行使してきた。州による競合的管轄
権の行使は，部族構成員および非部族構成員による部族の資源の使用を規制
する疑義なき部族権限を事実上無効とし，総合的な部族の規制計画に干渉
し，部族の自給自足および経済発展の奨励という合衆国議会の堅固な公約を
脅かすものである
410）
。
　Mescalero Apache Tribe 判決は，部族の狩猟権と漁業権が非部族構成員
の共通の権利に服すものと条約で明確に規定されており，なおかつ保留地の
自然資源が稀少で，部族と州の共通の供給資源を保護するという州の利益が
当該州の介入を正当化し得るという事案ではなかったことに注意する必要が
410）　Id. at 336─44.
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あろう。
3 ．連邦による規制
　（1）　合衆国議会は，インディアン問題への広範な権限に従って保留地に
おける非部族構成員の狩猟，漁業および採集の活動に規制を加えることがで
きるところ，一般に以下に述べる合衆国議会法律によってその権限を行使し
ている
411）
。第一に1960年 7 月に合衆国議会第86議会において制定された「イン
ディアン保留地の境界標識を破壊し，摩損し，又は移動し，および狩猟し，
漁業に従事し，又はトラッピングを仕掛ける目的でインディアン保留地に侵
入することを違法とするために合衆国法律集第18編を改正する法律」第 2 条
412）
を挙げることができる。合衆国法律集第18編〔犯罪および刑事手続〕第 1 章
〔犯罪〕第53節〔インディアン〕第1165条
413）
に編纂されている。
第1165条（インディアンの土地での狩猟，トラッピング又は漁業）
　 　法的権限若しくは許可なく，故意に，および承知の上でインディアン又は
インディアンの部族若しくはバンド，又はそのいずれかの団体に帰属する土
地であって，合衆国によって信託保有され，又は合衆国によって課された譲
渡制限されている土地又はインディアンのために保留されている合衆国の土
地に，狩猟，トラッピング若しくは漁業目的で，又は鳥獣，毛皮若しくは魚
類を移動する目的で立ち入ったる者は，本編に基づいて罰金，若しくは90日
以内の拘禁に処され，又は併科され，および所持された全ての鳥獣および魚
類および毛皮は没収されるものとする。
　本条は，その文言からすればインディアンを含む全ての者に適用されるも
のと解され得るが，合衆国第九巡回区控訴裁判所は，Jackson 判決
414）
で部族法
違反によって部族の管轄権に服す部族構成員には適用されないとしている
415）
。
411）　See COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.06 ［3］, at 1189.
412）　Act of July 12, 1960, Pub. L. No. 86─634, 74 Stat. 469, § 2 （codified as amended 18 U.S.C. § 
1165）.
413）　18 U.S.C. § 1165 （2013）.
414）　600 F.2d 1283 （9th Cir. 1979）.
40　　創価ロージャーナル第10号
なお，第1165条の合憲性については，既にⅡ─ 2 ─（2）で取り上げた。
　（2）　第二に取り上げなければならない法律が，これまで何度か触れた
L
416）
AA である。同法は，合衆国法律集第16編（資源保護）第53節（違法な魚類お
よび鳥獣の捕獲統制）第3371条以下
417）
に編纂されている。
　合衆国第八巡回区控訴裁判所は，United States v. Big E
418）
agle において，
LAA の立法目的は州および地方政府（local entity）によって定められた野生
生物法並びに規則の総合的執行を規定するにあったとし，この目的のために
合衆国議会は，実体的なインディアンの野生生物法（substantive Indian wildlife 
law）をインディアン・テリトリー（Indian territory）全域に執行しようとした
ものであると認定し，部族法違反で LAA によって非部族員を訴追すること
が認められるとしている
419）
。
　クロー・クリーク保留地（Crow Creek Reservation）は，サウス・ダコタ州
を流れるミズーリ川の東側土手に位置し，ローワー・ブルーレイ族保留地
（Lower Brule Reservation）（以下，「本件保留地」という。）は，ミズーリ川の西側
の土手に位置し，それぞれ可航水域の中間点に広がっている。1987年，クロ
ー・クリーク・インディアン部族（Crow Creek Indian Tribe）の部族構成員で
ある本件被告人たるジョン・テレンス・ビッグ・イーグル（John Terrence Big 
Eagle）は，許可なく定置網を使用し（州とローワー・ブルーレイ族の両政府は，定
置網漁には許可証が必要であるとしていた。），ミズーリ川可航水域の中間点を越
え，本件保留地によって占有されている西側土手から20フィート内で商業目
的の漁業に従事した。被告人は，部族法に違反して漁業に従事することを禁
415）　Id. at 1287.
416）　Act of Nov. 16, 1981, Pub. L. No. 97─79, 95 Stat. 1073 （codified as amended 16 U.S.C. §§ 
3371─3378）.
417）　See generally C. Jarrett Dieterle, The Lacey Act: A Case Study in the Mechanics of 
Overcriminalization, 102 GEORGETOWN L.J. 1279 （2014）; Kenneth B. Meyer, Note, Restitution 
and the Lacey Act: New Solutions, Old Remedies, 93 CORNELL L. REV. 849 （2008）; Robert S. 
Anderson, The Lacey Act: America’s Premier Weapon in the Fight Against Unlawful Wildlife 
Trafficking, 16 PUB. LAND L. REV. 27 （1995）.
418）　881 F.2d 539 （8th Cir. 1989）.
419）　Id. at 540─41.
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止した合衆国法律集第16編第337条第 a 項第 1 号および同第3373条第 d 項第
1 号 B 違反で合衆国地方裁判所に起訴された。被告人は，棄却を申し立て
たが，地方裁判所は，これを否認した。合衆国第八巡回区控訴裁判所は，連
邦政府は LAA に基づく被告人の起訴に管轄権を有するとして，実体的審理
に入っている。本件の争点は，ローワー・ブルーレイ族の規制権限が可航水
域の中間点に及ぶか否かにあった。控訴裁判所は，以下のように判示し，被
告人は本件保留地内で漁業に従事したと結論している。
　被告人は，ローワー・ブルーレイ族はその漁業規制を被告人に強制し得な
いが故に，LAA にいういかなるインディアン部族法をも犯していないと主
張している。その根拠は，第一にローワー・ブルーレイ族はミズーリ川での
非部族構成員による漁業に管轄権を持たないと言うにあり，第二にたとえ当
該部族が管轄権を持ったとしても，被告人は当該部族の構成員ではないから
当該部族の規制を強制し得ないと言うにある。しかし，LAA（野生生物法の
総合的執行を規定するために改正された。）は，1981年の第97議会第 1 会議上院報
告書第97─123号 2 頁ないし 4 頁（S. Rep. No. 97─123, 97th Cong., 1st Sess., at 2─4）
によれば，「野生生物法の執行は，絶滅危惧種がさらなる危機にさらされな
いことを保障し，狩猟および娯楽目的のため健全な野生生物の個体数の管理
を行なうことにある。……改正法は，連邦政府がより適切な支援を野生生物
を保護する州，外国および連邦の法全域にわたって提供することを認めるも
のである。」としている。この報告書によれば，合衆国議会は，実体的なイ
ンディアンの野生生物法をインディアン・テリトリー全域に執行しようとし
たのである（第 2 条第 c 項〔合衆国法律集第16編第3371条第 c 項〕参照
420）
）。
　第3371条第 c 項の解釈に従えば，争点である被告人の漁業場所が，本件保
留地内の土地と認定されれば，本件は連邦政府の管轄権内にあることになる
（LAA 違反の成立）。
　本件保留地の境界は，ミズーリ川の中間点であり，ローワー・ブルーレイ
族の部族構成員は，合衆国議会による規制にのみ従うことを条件に州の規制
420）　Id.
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から自由に当該川で漁業に従事する権利を維持していることは，当裁判所の
1983年判決 Lower Brule Sioux Tribe v. South Dakota（711 F.2d 809 （8th Cir. 
1983））（以下，「Lower Brule Sioux Tribe 判決」という。）で認められたところであ
る。従って本件被告人は，本件保留地の境界内で漁業に従事したのである。
Lower Brule Sioux Tribe 判決後，州とローワー・ブルーレイ族は， 「和解」
合意に達し，その第 2 条で「両当事者は，州が保留地上のおよび付近のミズ
ーリ川における漁業を管理することに合意する。部族の非部族構成員は，ミ
ズーリ川での漁業に部族の許可書の購入の要件を満たさない場合は，州の漁
業許可書を購入しなければならない。部族構成員は，部族の許可証を購入す
るのみでこれら水域で漁業に従事することができる。但し，非部族構成員に
課される漁期，捕獲袋（bag limits）および漁獲方法に従わなければならな
い。」と規定されている。この和解合意は，ローワー・ブルーレイ族の法と
規制の一部である。州と部族は，定置網漁には許可が必要であるとしている
のであるから，被告人は，許可証が必要とされることを知っていたと考えら
れる。被告人は，和解合意に規定された州ないし部族の許可書を得ていない
のであるから，部族法に違反したことになる
421）
。
Ⅶ　狩猟権，漁業権および採集権の消滅
1 ．合衆国議会の行為
　（1）　インディアン部族の条約上の権利が連邦政府によって消滅させられ
か否かの問題については，Dion 判決
422）
（Ⅳ─ 3 ─（1））や Bresette 判決
423）
（Ⅳ─ 3 ─（4））
等で既に触れてきたところであるが，インディアンの狩猟，漁業および採集
の権利は，インディアンが他の合衆国市民と同等の権利を有するように総合
的観点から─特に資源保護の観点から─削除される場合があり，或いは
421）　Id. at 541─42.
422）　476 U.S. 734 （1986）.
423）　761 F. Supp. 658 （Minn. 1991）.
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また条約に保留され，又は保留地創設の際に有していた権利よりもより低価
値のものとなるよう修正ないし改変され得るところである。また，一般論と
して当該諸権利が法律，条約又は合意によって承認されてきた場合，権利の
消滅若しくは価値の減少が生じた場合，「正当な補償」（just compensation）の
権利が部族に与えられ得るところである
424）
。
　（2）　条約上の権利は明確な合衆国議会の行為がない限り継続するという
原則は，法的および道徳的強制力を持つところであるが
425）
，かかる点について
合衆国最高裁判所は，Dion 判決
426）
において以下のように判示している（マーシ
ャル裁判官が，法廷意見を執筆している。）。合衆国憲法上の権限を行使するに際
して制定された合衆国議会法律の規定は，その文言が明白かつ明確である限
り，たとえ外国との初期の条約の明文規定に違反したとしても裁判所によっ
て支持されなければならないという法理は，長い間にわたって確立されてき
た。当裁判所は，Lone Wolf 判決（87 U.S. 553 （1903））でインディアンとの条
約の合衆国議会による廃棄にこの準則を適用したが，当該判決理由の中でイ
ンディアンとの条約の規定を廃棄する権限は，条約の規定を無視する正当化
事由が政府にある状況が生じた場合のみならず，インディアン・カントリー
およびインディアン自身の利益となる状況があると判断し得る場合に，合衆
国議会によって行使できると判示した。当裁判所は，インディアンの条約上
の権利を消滅させ合衆国議会の意図は，明白かつ明確でなければならないと
解してきたのであって，明確な制定法の文言が欠落していた場合，合衆国議
会による条約上の権利の消滅を認定するのに躊躇したのである（Passenger 
Fishing Vessel Ass’n. 判決（443 U.S. 658, 690 （1979））。と言うのも，インディアン
の条約上の権利は，あまりにも彼らインディアンにとって基本的なものであ
424）　See Menominie Tribe v. United States, 391 U.S. 404, 413 （1968）; Hynes v. Grimes Packing 
Co., 337 U.S. 86, 105 （1949）; Hynes v. Grimes Packing Co., 337 U.S. 86, 105 （1949）. See also 
COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.07 ［6］, at 1199; COHEN’S HANDBOOK, 1982 ed., 
supra note 16, at 467. 「正当な補償」の問題は，「アメリカ・インディアン法」にとって一大テ
ーマであり，極めて複雑な問題を内包している。別稿に譲る。
425）　See COHEN’S HANDBOOK, 1982 ed., supra note 16, at 223.
426）　476 U.S. 734 （1986）.
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るが故に，容易に消滅させることはできないのである。
　条約上の権利が消滅させられたか否かの判断基準は，第一に当該権利を消
滅させる意図を合衆国議会が明確に宣言しているかにある（Leavenworth, L., & 
G. R. Co. v. United States, 92 U.S. （2 Otto） 733, 741─42 （1876）.）。第二に争点となる法
律の立法史（legislative history）および「法律の文面」（face of  the Act），「周囲
を取り巻く環境」（surrounding circumstances）を精査することにある（Rosebud 
Sioux Tribe v. Kneip, 430 U.S. 584, 587 （1977）.）。明白な証拠にとって本質的なる
ものは，合衆国議会が，一方で意図された行為と他方でインディアンの条約
上の権利との間の衝突を現実に考慮したか，そして条約廃棄による衝突を解
決するよう選択したかにある
427）
（傍線筆者）。
2 ．事後の条約，合意又は連邦行政命令
　（1）　事後のインディアン部族との条約および合意又は連邦行政命令が，
部族がそれまで保留してきた狩猟，漁業および採集の権利を消滅させ，ない
し終結させる（terminate）ものか否かは，上に述べてきたところから明らか
なように，当該法令の文言，その立法史およびその目的の分析を審査する必
要があり，さらには部族との交渉過程の分析に拠ることになる
428）
。
　（2）　合衆国最高裁判所は，1999年の Mille Lacs Band of Chippewa Indians
判決
429）
で初期の条約で保留されたインディアン部族の漁業権に関して，当該条
約締結後に締結された同一の部族との条約および大統領によって発出された
行政命令が，当初の条約で保留された漁業権を消滅させるかについて審理し
ている。
　1837年 7 月29日，合衆国とウィスコンシン準州のセント・ペーターズ（St. 
Peters）でミシシッピのチッペワ・インディアンの複数バンドとの間に条約
427）　Id. at 738─40. See generally Michael C. Blumn & Brett M. Swift, The Indian Piscary Profit 
and Habitat Protection in the Pacific Northwest: A Property Rights Approach, 69 COLO. L. 
REV. 407 （1998）; Charles F. Wilkinson & John M. Volkman, Judicial Review of Indian Traty 
Abrogation: “As Long as Water Flows, or Grass Grows Upon the Earth” ─ How Long a 
Time Is That, 63 CALIF. L. REV. 601 （1975）.
428）　See COHEN’S HANDBOOK, 2012 ed, supra note 135, § 18.07 ［2］, at 1191.
429）　526 U.S. 172 （1999）.
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（7 Stat. 536）が締結された（以下，「本件1837年条約」という。）。チッペワ族は，
合衆国への土地の譲渡を約束したが（第 1 条，第 2 条），本件1837年条約第 7
条には，「譲渡された土地，河川および湖沼での狩猟，漁業，およびマコモ
を採集する特権は，合衆国大統領の仰せのままに（during the pleasure of  the 
President of  the United States）インディアンに保障される。」と規定されてい
た。1842年10月 4 日，ウィスコンシン準州のスペリオル湖のラ・ポイント
（La Pointe）で同一のチッペワ族のバンドの多くが，合衆国との条約（7 Stat. 
591）を締結し（以下，「1942年条約」という。），追加の土地譲渡を行なったが，
1942年条約第 2 条は「インディアンは，合衆国大統領によって移住が要求さ
れるまでの間，占有に伴う他の通例の特権とともに，譲渡されたテリトリー
での狩猟の権利のために，ここにこれを明記する。……」と規定し，同第 6
条は「ミネラル地区（Mineral district）に居住するインディアンは，大統領の
仰せのままに当該場所からの移住に従う。」と規定していた。1840年代後半
に入り，ミネソタ準州内のチッペワ族の譲渡されていない土地への彼らの移
住を望む声が高まり，1849年10月には，準州議会は，「準州内の広大で価値
ある地区への白人の定住の安全と平穏を保障するするために，チッペワ・イ
ンディアンは，インディアンの権原が消滅させられた準州内の全ての土地か
ら移住しなければならず，および1837年条約第 7 条並びに1842年条約第 2 条
で彼らに付与された特権は，取消されるべきである。」という「両院合同決
議」（Joint Resolution）を可決し，これに応えた。準州政府は，この決議を合
衆国議会に向けたが，最終的には大統領 Z・テイラー（Zachary Taylor）に届
けられた。準州総督ラムゼー（Ramsey）を含むミネソタの政治家は，インデ
ィアン移住者を受け容れることによってより多くの経済的利益の獲得を見越
して，ウィスコンシンのチッペワ族がミネソタに移住することを唱導した。
この主張に応えて1850年 2 月 6 日，大統領テイラーは，大統領令（以下，「本
件1850年命令」という。）を発出した。そこには，「本件1837年条約第 7 条でミ
シシッピのチッペワ・インディアンに保障された一時的な狩猟，漁業および
採集の特権，並びに1842年条約でミシシッピおよびスペリオル湖のチッペ
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ワ・インディアンに保障された狩猟権は取消され（revoke），譲渡された土地
に留まっている当該インディアンは，彼らの譲渡されていない土地に移住す
ることが要求される。」と規定されていた。1853年，F・ピアース（Franklin 
Pierce）が大統領に就任し，G・マニペニー（Georgr Manypenny）がインディ
アン問題局長に任命されると，ラムゼーの政策は放棄された。ウィスコンシ
ン州のラ・ポイントでスペリオル湖とミシシッピのチッペワ・インディアン
との間に締結された「1854年条約」（10 Stat. 1109）で署名したチッペワのバ
ンド（ミルラクス・バンドは，署名していない。）は，合衆国に追加の土地譲渡を
約し，一定の土地が諸バンドの保留地のために保留された（第 2 条）。そして
1854年条約第11条には，「……インディアンは，彼らのために本条約で保留
された彼らの家（home）から移住することを要求されることはない。本条約
で譲渡されたテリトリーに住むことのできる者は，大統領の命令があるまで
当該譲渡されたテリトリーで狩猟し，漁業に従事する権利を有する。」と規
定されていた。さらに1855年 2 月22日，ワシントン市でチッペワ・インディ
アンのミズーリの諸バンドの間に「条約」（10 Stat. 1165）（以下，「本件1855年条
約」という。）が締結された。本件1855年条約第 1 条は，「チッペワ・インディ
アンのミシシッピ，ピラガー（Pillager），レイク・ウィニービゴシッシュ
（Lake Winibigoshish）の各バンドは，ミネソタ準州に位置し，かつ以下に定め
る境界線内にある現在彼らが所有し，および彼らによって請求されている土
地に対する全ての彼らの権利，権原および利益を合衆国に引き渡し，売却
し，並びに譲渡する……当該バンドに所属するインディアンは，ミネソタ準
州内および他の場所に位置するその他の土地に，および対して現在有し得る
いかなる性質をも持つ全ての権利，権原並びに利益を進んで完全に消滅さ
せ，合衆国に譲渡する。」と規定し，同第 2 条は，「譲渡される土地とは別個
に設定された土地に，本条にいうインディアンの永遠の家のため十分な量の
土地が〔保留地のために〕保留される。」と規定している。しかし，本件
1855年条約は，狩猟権および漁業権について何ら触れていない
430）
。その後，ミ
430）　Id. at 175─85.
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ネソタ準州は，1858年に州に昇格している。
　1990年，チッペワ族のミルラクス・バンド（以下，「本件バンド」という。）と
その幾人かの構成員は， ミネソタ州， 「ミネソタ州自然資源保護省」 （Department 
of Nature Resources）および州の吏員を相手取って，本件1937年条約に基づい
て用益権を維持するとの宣言的判決およびこれらの権利に対する州の介入を
妨げるための差止命令を求めて，合衆国ミネソタ州地区地方裁判所に訴訟を
提起した。合衆国が，原告として訴訟に参加した。地方裁判所は，本件バン
ドは本件1837年条約に基づいて用益権を維持していると判決した（861 F. 
Supp. 784 （1994））。合衆国第八巡回区控訴裁判所は，第一に本件1850年命令は
1837年条約で保障されたインディアンの狩猟権および漁業権を剝奪するもの
ではないとし，第二に本件1855年条約は，本件バンドの用益権を消滅させる
ものではないとし，そして第三に上訴人州の対等資格の法理の主張を退けた
（124 F.3d 904 （1997））。合衆国最高裁判所は，州，土地所有者および郡による
サーシオレイライを認めた（524 U.S. 915 （1
431）
998））。
　本件の争点は，第一に本件1850年命令が本件1837年条約に基づくチッペワ
族の狩猟権，漁業権および採集権を終結させたか（争点①），第二に本件バン
ドは，本件1855年条約で用益権を消滅させられたか（争点②），そして第三に
1837年条約に基づくチッペワ族の用益権は，ミネソタが州に昇格した1858年
の時点で消滅させられたか（争点③）にあった（争点③にについては，既にⅠ─ 2 ─
（5）で触れたところから，これを略す。）。オコナ裁判官が，法廷意見を執筆し，レ
ンクィスト首席裁判官が反対意見を書き，これにスカーリア，ケネディ，ト
ーマスの各裁判官が同調している。
　争点①について。第八巡回区控訴裁判所（以下，「控訴裁判所」という。）は，
大統領が「1830年強制移住法」（the 1830 Removal Act, 4 Stat. 4
432）
11）（以下，「移住
法」という。）に基づいて移住命令を発出する権限を有するかを審理している。
同法〔第 1 条〕は，部族が現在居住し，および立ち退く土地を交換すること
431）　Id. at 185─89.
432）　1830年 4 月24日制定の強制移住法の詳細について，拙著・前掲註12，116頁以下参照。
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を選択した当該部族にミシシッピ川の西方の土地を譲渡する権限を大統領に
付与している。控訴裁判所によれば，同法は移住に同意したインディアンの
移住を認めているだけであって，チッペワ族は移住に同意してはおらず，従
って移住法は，大統領の本件1850年命令にその法的根拠を与えていないとし
ている。当裁判所は，移住法は大統領の移住命令を禁じていないが，同時に
本件1850年命令を正当と認めてもいないものと判断する。本件1837年条約
は，移住については何ら言及していないところ，条約交渉の過程においても
移住の議論は行なわれていない。合衆国は，本件1937年条約でチッペワ族の
移住について規定するよう交渉できたはずであるが─例えば，「サギノ
ー・チッペワ族（Saganaw Chippewa）との条約」（7 Stat. 530）や「サックとフ
ォックス族（Sacs and Foxes）との条約」（5 Stat. 541）に見られるように，現に
1837年に行なわれた他のインディアン部族との交渉において移住についての
交渉が行なわれている─，チッペワ族との本件1837年条約には移住に関す
るいかなる規定も置かれていない。条約の移住についての沈黙は，条約交渉
の主目的が領土の譲渡にあったことを物語るものである。当裁判所に提出さ
れた訴訟記録によれば，本件1837年条約が本件1850年命令を正当化するもの
であるという主張の根拠は，見出されない
433）
。
　争点②についてはどうか。本件1855年条約第 1 条は，本件1837年条約につ
いても狩猟，漁業および採集の権利についても言及していない。用益権につ
いての明確な文言が，欠けているところである。同様に条約は，これまで保
有された権利についての補償を定めた規定が存在しない。これらが省略され
たことは，多くのことを物語っている。と言うのも，合衆国の条約案の起草
者は，条約上の権利の剝奪に関して明確な表現を使用することに関して高度
の知的教養と経験を持っていたからである。事実，本件1855年条約の交渉に
当たったマニペニー局長は，数ヶ月後のスー・セント・マリーのチッペワ族
（Chippewa of Sault Ste. Marie）との条約交渉を行なっているが，「条約」（11 Stat. 
631）第 1 条は，「1820年 6 月16日条約」で保留されてきた漁業権を明確に取
433）　526 U.S. at 189─90.
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り消しているのである（またウィニバーゴ族（Winnebago）との「1846年条約」第 6
条（9 Stat. 878）を見よ。）。さらに言うべきは，「1854年12月 9 日法」（Ch. 7, 10 
Stat. 598），局長マニペニーの当時の書簡と彼の本件1855年条約に関する報告
書，そして当時の「テリトリー・ジャーナル」（Territory Journal）に掲載され
た記事といった歴史的文書に照らして，本件1855年条約第 1 条第 2 文が，本
件1837年条約で保障されたチッペワ族の用益権の特権を剝奪したものと解す
ることはできない
434）
。
　（3）　1950年代に始まった管理終結の時代は，公式には1953年の 8 月 1 日
の合衆国議会の「両院共同決議第108号」（House Concurrent Resolution 1
435）
08）お
よび特定部族との連邦部族関係を終結させる一連の「個別立法」をもって始
まっている
436）
。では，連邦政府が採った管理終結政策は，インディアン部族の
条約上の狩猟権，漁業権および採集権を終結させるものなのか。以下，1954
年 6 月17日に合衆国議会第83議会において制定された「メノミニー族基金の
一人当たりの配当を規定し，および連邦管轄権をメノミニー族から取り消す
ことを認めるための法律
437）
」，いわゆる「1954年メノミニー・インディアン管
理終結法」（the Menominee Indiann Termination Act of 1954）（以下，「本件1954年法」
という。）をめぐって争われた Menominee Tribe 判決
438）
を見ることによってそ
の答えを得てみよう
　インディアンのメノミニー族は，1854年の「ウォルフ川条約」（10 Stat. 
1064）（以下，「本件1854年条約」という。）で保留地を承認されたが，当該条約は
狩猟権および漁業権には何ら言及してはいなかったが，本件1854年条約の本
質は，インディアンが彼らに譲渡された（初期の条約で譲渡した土地を返還され
ている。）新たな土地で狩猟および漁業の権利を含む彼らの生活様式を保留す
434）　Id. at 195─200.
435）　H.R. Con. Res. 108, 83 Cong., 1st Sess. 67 Stat. B132.
436）　管理終結政策の詳細については，拙著・前掲註14，439頁以下参照。
437）　Act of June 17, 1954, ch. 303, 68 Stat. 250 （repealed 1973） （formerly codified at 25 U.S.C. 
§§ 891─902）. 本法の詳細については，拙著・前掲註14，446頁以下に掲げた条文参照。
438）　391 U.S. 404 （1968）.
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るにあったと州最高裁判所判決で認定されている（State v. Sanapaw, 124 N.W. 
2d 41, 44 （1963）.）。問題の始まりは，1962年にウィスコンシン州（以下，「州」と
いう。）がメノミニー族は当該州の狩猟および漁業規制に服すという立場をと
ったことにある。州が，州規制違反の罪で 3 人のメノミニー族のインディア
ンを起訴したところ，州最高裁判所は，本件法律によってメノミニー族の狩
猟権，漁業権は消滅させられたとして，州規制を合法であると判断した
（Id.）。そこで部族は，合衆国を相手にこれら権利の喪失についての正当な補
償を求めて請求裁判所に訴訟提起した。請求裁判所は，本件1954年法によっ
て部族の権利は消滅させられていないと判断した。合衆国最高裁判所が，サ
ーシオレイライを認めた（389 U.S. 8
439）
11）。法廷意見を執筆したのは，Puyallup 
I 判決の時と同じダグラス裁判官である。
　本件1954年法（1961年施行）の目的は，メノミニー族の財産および構成員に
対する連邦の管理の規律正しい終結を定めること」を目的に制定され〔第 1
条〕，内務長官によって部族財産が引渡された後に連邦の管理は終結し，「幾
つかの州の法が当該州内の市民若しくは人に対して適用されると同一の方法
で部族および部族構成員に適用される。」〔第10条〕と規定されている。この
ことをもって本件1954年法は，インディアンの狩猟権および漁業権を州の規
制下においたと主張されるが，合衆国議会は，1953年 8 月15日に同じ第83議
会で一般法律第280号（67 Stat. 588）を制定しているところ， 2 つの法律は，
同じ上院委員会および下院委員会で審議されている。当初，一般法律280号
は，メノミニー族保留地には適用されないと規定していたが〔第 2 条で「メ
ノミニー族保留地を除く，ウィスコンシン州」と規定されている。〕，本件
1954年法可決後に修正されている〔1954年 8 月24日改正（68 Stat. 795）〕。「改
正一般法律第280号」は，ウィスコンシン州を含む複数州に「インディア
ン・カントリーの域内でインディアンによって，若しくはインディアンに対
して実行された犯罪」に管轄権を付与すると規定し，ウィスコンシン州の場
合は，「州内の全てのインディアン・カントリー」〔改正法第 2 条は，当初の
439）　Id. at 406─07.
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「『メノミニー族保留地を除く』という文言を削除する。」旨を規定してい
る。〕と定められている。しかし，同時に一般法律第280号〔第 2 条第 b 号
（合衆国法律集第1162条第 b 項）〕 は， 「本条 〔第 2 条〕 のいかなる規定も……
個々人のインディアン又はインディアンの部族，バンド若しくはコミュニテ
ィーから，狩猟，トラッピング若しくは漁業又はそれらの統制，許可若しく
は規制に関する連邦の条約，合意又は法律によって付与された全ての権利，
特権若しくは免除を剝奪するものではない。」旨を規定している。この規定
は，その文面上何らの限定をも設けてはおらず，連邦条約によって保障され
た狩猟，トラッピングおよび漁業の権利を保護している。一般法律第20号が
施行されたのは，1954年であり，それは本件1954年法が施行された約 7 年前
のことである。
　一般法律第280号が施行された1954年当時，メノミニー保留地は，いまだ
一般法律第280号にいう「インディアン・カントリー」であった。 2 つの法
律を併せて解釈したならば，連邦による部族の管理は終了し，全ての部族財
産は新たな手に渡ったが，本件1854年条約で承認ないし保留された狩猟権お
よび漁業権は，本件1954年法に先立つのである。かかる解釈は，立法史を通
観した場合，全ての「立法計画」（regislative plan）に見合った解釈というこ
とができる。すなわち本件1954年法は，「インディアンとしての地位の故に
インディアンに影響を与える全ての合衆国の制定法は，部族構成員に適用さ
れない」との規定（第10条）は，明らかに連邦の管理終結に言及するもので
ある。ここにいう「制定法」なる文言は，条約が念頭に置かれていないとい
う説得力ある証拠である。本件1954年法制定の際にワトキンス（Watokins）
上院議員は，「法案は，何らインディアンとの条約上の義務を侵害するもの
ではない。」と述べている（100 Cong. Rec. 8538）。合衆国議会が，明確な言及
なくして，条約で付与された財産権を破壊することによって合衆国を補償請
求に服せしめようとしたものであると解することは困難である。このこと
は，特に合衆国議会が本件1954年法によってインディアンに対する連邦政府
の財政上の義務を安定させることを意図した場合に当てはまると言えよう。
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従って請求裁判所判決は，支持される
440）
。
440）　Id. at 408─13.
